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自動車に関連する公害ほ被害が広範酎こわたり，しかも，各種の積極的な対策にもかかわらず，  

改善の方向に向かっていない。自動車公害対策には，従来から行われてきた排ガス規制や給量規  

制と並んで，無公害革の実用化も積極的に推進されてきた。無公害車として取り上げられてきた  

辛にほ，メタノール車や水素自動車などがあるが，抜本的な解決という観点からは，電気自動車  

に勝るものほないと思われる。   

本研究報告書は昭和58年度から60年虔にわたって行われた経常研究r環境調和型技術の基礎  

的研究」の事例研究の一つとして取り上げた，電気自動車の可能性についての研究結果をまとめ  

たものである。この中では，自動車公害の現状を概括した上で，電気自動車の導入の効果を検討  

している。また，電気自動車の研究・開発は昭和40年頃から始められているにもかかわらず，い  

まだに大量の普及に至っていないが，本報告香ではこのような現状に至る経線をつぶさに追跡し  

ている。さらに，新しい技術を使った新しい型式の高性能電気自動車の提案を行い，その性能に  

ついて定量的な評価を試みている。   

本研究はこれまでの環境研究の範囲を踏み越えて，極めて技術的な領域にまで踏み込んでいる  

ため，なにかとご批判の対象となる部分も含まれているかと思われる。今後の研究に生かすため，  

御一読下さり，御意見，御批判等が頂けれは，幸甚に思う次第である。  

昭和62年2月  

国立公害研究所  

所 長 江 上 信 雄   
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概  要  

すべての辛が電気自動車に替われは窒素酸化物の環境  

濃度は全国どこででも環境基準を満たすことが可能。大  

型のディーゼル車は一部を電気自動車に替えても，環境  

改善が著しく進行。   

公害やエネルギー問題が顕在化した一時期，世界的に  

電気自動車の研究・開発が積極的に行われたが，現在は  

停滞の状態。   

一充電走行距離，加速度，最高速度のいわゆる動力性  

能がエンジン自動車に比べ著しく低劣。維持費は同程度。   

数多くの毯頬の電池が研究されているが，組合的な性  

能で鉛電池に勝るものはない。この傾向ほ急速に改善さ  

れる見込みがなし。   

日本では500台程鼠 アメリカではその10倍程度で，  

エンジン自動車の数と比較して，極めて小数の普及。   

普及が大幅に進むという強気の見通しもあるが，現実  

を考えると，現状の性能の電気自動革では大量の普及は  

困禁圧。   

この10年程の間に発展した自動車技術，材料技術，電  

子技術などの最新の技術を結集すれば，大幅な性能向上  

の可能性あり。ここでは，このような技術を集結した斯  

い、電気自動車のことを省エネ型電気自勒車と呼ぶ。   

現状の性能の鉛電池400kg麓載する場合，4人乗りの  

乗用車の動力性能として，一充電走行距離320km（4  

モード走行），最高速度180km／h，0～400m加速時間20  

秒を得ることが可軋電力料金と電池の償却費を含む維  

持費は4モード走行の場合，2円／km程度と非常に低廉。   

積載量11トンのトラックを想定すると，一充電走行距  

離330km（4モード発行），最高時速200km／h。維持費  

はディーゼルトラックの約1／2。  

自動車公害問題の解決のための電  

気自動車導入の効果  

電気自動車の研究・開発の動向  

電気自動車の性能の現状  

電池の性能の現状と将来の見通し  

普及の現状  

普及の見通し  

電気自動車の性能向上の可能性  

省エネ型電気乗用車の性能の計算  

結果  

省エネ型電気トラックの性能の計  

算結果  
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省エネ型電気自動車の総合評価  現在のエンジン自動車と比較して，動力性能はほぼ同  

等。価格も同程度の見込み。無公害。維持費は圧倒的に  

低廉。乗り心地，安全性，運転の容易さ，保守の容易さ，  

故障の少なさなどでも有利。  

大量に電気自動車が普及する場合  冷暖房，発電所での発電容量，充電方法，電池用材料  

の問題点  の資源，新たな公害の発生などの問題が考えられるが．  

いずれも解決可能。  

－ 2 －   



Abstract  

TheeffectofeIectric vehiclesfor  

thesolutionofpollutionprobL  

lemscausedbyautomobiles  

Thereplacementofa11internalcombustionengin（ICE）  

carsby electric vehicleswillenable the standerd of NO．  

density to be abided by throughout the country．The  

partialreplacement oflarge size Dieselengln truCks by  

electric vehicleswi11bring about greatimprovement of  

environmentalsituation．  

Researchanddeveloprnentofelectricvehiclesusedto  

beveryactiveallovertheworld，butnowitisdecreasing．  

Theperformanceofdrivingsuchasrangepercharge，  

accelerationandmaximumvelocitylSmuChlessthanthat  

OfICEcars．Runningcostofanelectricvehicleisalmost  

thesameas that ofICE cars．  

Amongmanytypesofbatteriesunderresearching，1ead  

acidbatteryisbestinviewofoverallperformance，This  

tendencyisconsideredtocontinuealsofromnowon．  

500electric vehicles are usedinJapan now．In the  

UnitedStates，electricvehiclesinlOtimeslargernumbers  

thanJapanarenowunderpracticaluses．  

Thereisastrongoplnionthatpracticalusesofelectric  

Vehicleswillbegreatlyachievedinthe future．However，  

1argenumberofpracticaluseswillbedifficultbyconsider－  

ingthenumberofpresentpracticaluses，  

Electric vehicles willhave much better peHormance  

COmPared with traditionalelectric vehicles，by assembling  

new techniquesin the fieId of automobiles，materials and  

eIectronics which have been deveIopedin theselOyears．  

Here，thenewelectricvehicIesinwhich newtechniquesare  

COmbinedwiIlbecalled’‘energysavedeIectricvehicIes”．   

ln4persons passenger electric vehicles，320km of  

range（4modedrivingschedule：COrreSpOndtocitydrive），  

180km／h of maximum velocity and20s of O to400m  

acceleration time willbe achieved by using400kg of a  

Thepresentstateofresearchand  

developmentofelectricvehicles  

Theperformanceofelectricvehi－  

Clesoftoday  

The Performance and future  

prospeCtOfbatteries  

Thestateofpracticaluses  

Thepossibilityoflargenumberof  

practical uses 

Thepossibilityoftheimprovement  

Oftheperformanceofanele・  

Ctric vehicles  

Thecalculatedperformanceofan  

energysavedelectricpassenger  

Car  
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COmmerCializedlead acid battery．The runnlng COStinL  

C】udingthepriceofelectricityandthebatteryis2yen／km  

in4modedrivingschedule．  

Thecalculatedperforrnanceofan  ln alargesizedelectrictruCk with20tonsweightin  

energysavedelectrictruCk  total，11tons paylord，therange perchargeis330km（4  

mode driving schedule），maXimum velocityis200km／h，  

TherunnlngCOStisalmosthalfofaDieseltruck．  

TotalevaluationDfanenざrgy  

SaVedelectricvehicle  

The performance of driving and price of the energy  

SaVedelectricvehiclewillbealmostthesameasthatofIEC  

Car．NopolIution，Runningcostisoverwhelmlnglylow，  

More comfortable，Safer and easier driving，and easier  

maintenarlCeintheenergysavedelectricvehicle．  

PossibleprobIemsinwidespread  Theproblemsare，airconditioning，CapaCityofgenera－  

tioninpowerpIants，Charging，reSOurCeSOfthematerialsof  

batteriesandthenewpollution．Alltheseproblemswi）1be  

soIved．  
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は じ め に   

人間の生存や生活のために役立つはずの技術が，一方でしばしば環境汚染の主因となっている  

ことは周知の通りである。そこで，この負の側面から技術を改めて見直すべきであることは，既  

に多々指摘されている通りである。環境問題を研究対象とする我々にとって，この種の仕事を等  

閑にすることはできないが，これまでは公害発生のメカニズム及び発生した環境への対処に関す  

る研究に追われ，その根元たる発生原因そのものに対する検討ほ当研究所でほあまり行われてこ  

なかった。もちろん技術的な問題全般について研究を広げることは当研究所の立場上からも不可  

能であるが，特に環境とのかかわりが深い対象をいくつか取り上げて，環境保全の立場から技術  

のあり方を再検討すること（広い意味でのテクノロジーアセスメソト）は今後我々にとっても大  

事な課題となろう。   

ところで環境に悪影響を及ばす多くの技術の中には，人間の生存にとって必須でないと指摘さ  

れているものもある。しかし，ほとんどの技術は人間の生存や生活にとって何らかの効用をもた  

らすが，それと同時に，程度の差はあれ，環境に影響を与える。そこでこの“効用”と“環境被  

害”を総合的に考慮し，本来の効用をできるだけ低下させることなく，環境被害を最小化する方  

策を検討することが本研究課題で言う“環境調和型技術の開発”である。ここでは対象とする技  

術として，今日最も環境とのかかわりが大きい‘‘自動車”を取り上げた。言うまでもなく自動車  

を主因とするいわゆる交通公害問題は，現在我が国の最大の公害事象の一つである。したがっ  

て，もし，適切な技術改良により，このような環境悪化原因（排ガス，騒音，振動等）の発生を  

抑えることができれは，その環境改善効果は多大なものがある。   

自動車の公害対策としては既にエソジンの排ガス規制が相当の効果を上げた。しかし，その技  

術をディーゼル車へ適応することの難しさや，車の台数が予想を越えて増加したことなどが原因  

となって，昭和60年直に予定された窒素酸化物の，環境革準の達成が相当地域で困難となった。  

このことから，自動車排ガス処理技術の向上や各種の規制のみではこの間題の解決は困難であろ  

うとの見通しが一般的である。したがって，それに香わる技術として，排気ガスを出さないこと  

と，さらに騒音が少ないという特徴を持つ代替交通手段，特にその中でも最も有望と思われる電  

気自動車の普及を検討することにした。   

ところが，現状の電気自動車は，一充電走行距離，加速度，最高速度のいわゆる動力性能がこ  

れまでのエソジン自動車に比べて実用的なレベルに達していないこと，価格が高いことなどのた  

めに，大量の普及には至っていない。電気自動車を大量に普及させ，公害問題の解決に役立てる  

には単に低公害性という点ではなく，安全性及び利便面でも現在のエンジン自動車に匹敵するも  

－ 5 一   



のであることが必要である。これが達成されれは，電気自動車は代表的な環境調和型技術の例と  

なり得よう。   

本報告書は，以上のような観点から電気自動車の性能向上の可能性を技術的に検討した結果を  

基に，公害問題に対する電気問題に対する電気自動車の果たし得る役割，世界的にみた電気自動  

車の現帆 さらに，電気自動車の普及に当たっての問題点に言及する。   

なお，このような新たな技術が大規模に社会に定着するにほ，単に技術的フィージビリティの  

みでなく，社会の制度的枠組みのあり方が支配的である。特に，自動車という現代社会を支配す  

る最大の技術体系を改変するようなものについては，社会的受容性の有無が決定的である。しか  

し本報はまず技術的側面に検討範囲を絞り，その性能上限を見極めることとした。そしてこの結  

果を踏まえた上で，次にこれが社会に受け入れられるための諸課題について引き続き検討を進め  

る予定である。  

－ 6 一   
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1研究の背景と検討事項の概要  

1．1背 景   

現在，公害問題として環境庁が抱えている対象の内，自動車公害問題は最も重要なものの一つ  

である。しかも，幾多の対策にもかかわらず，問題の深刻さは年を経るごとにその度合を深めて  

いる。自動車公害問題に，もし，抜本的な解決策が見いだせるとしたら，電気自動車はその有力  

な候補になり得ることは容易に想像がつく。ところが，技術的観点から見て，それは不可能であ  

ろうというのが，現在の一般的な見方である。また，たとえ電気自動車が普及したとしても，新  

たな公害問題や社会問題が発生するのではないかという疑問も常識的な問いかけとして聞かれ  

る。   

ところで，過去において，電気自動車の研究・開発が盛んだった1時期がある。日本を例に取  

ると，昭和40年代に公害問題が社会問題として大きく取り上げられ始められた時期に端を発し，  

昭和46年から6年間に，通産省が大型工業技術開発制度いわゆる大プロの形で電気自動車を取  

り上げた時代に頂点に達した。ところが，その成果を持ってしては，電気自動車の大量な普及に  

至らしめることができなかった。その後，電気自動車の研究・開発は沈静化に向かい，約10年  

が経過した。   

この間，自動車問題が，より深刻化したのほ上記のとおりである。それと同時に，このところ  

のいわゆるハイテクブームに乗って，これまでになかった新しい技術が続ぺと開発されつつある  

ことが見逃せない。これらの技術は，すべて電気自動車の研究・開発とは異なる分野で生まれて  

きたものであるが，電気自動車への応用に結びつけられれは，その性能向上に大いに貢献できる  

ものがいくつか見受けられる。これらの技術の集積によって，これまでに考えられなかったよう  

な高性能な電気自動車の出現の可能性もある。これら2点の現状の認識が，電気自動車を取り上  

げて研究対象とすることの主な背景である。  

1．2 検討事項   

一般的な観点からの電気自動車への興味の対象は電気自動車の現状であろう。また，新しい技  

術を取り入れた場合の電気自動車の性能向上の可能性は，それ以上の興味であろう。したがっ  

て，本報告書では，それぞれ第3章と第4章を用いてこれらを重点的に取り上げている。   

また，対自動車公害という観点から見ると，衰1．1にまとめたような検討事項がある。すなわ  

ち，現行のエソジソ自動車と電気自動車のそれぞれについて，資源採取過程，製造過程，利用過  

程，廃棄物処理過程での環境影響の検討が必要になる。これらの各過程での環境影響はそれぞれ  
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重要な側面を持っており，各過程ごとに検討を要する。これらのうちで，現在，最も深刻な問題  

は利用過程で発生している。したがって，本報告壱では．第2草のすべてをこの部分の検討に賛  

した。電気自動車でほ広い意味の利用過程での環境影響として，発電量の増加に伴う問題が懸念  

されるが，これについては第5章で述べてある。さらに，廃棄物処理過程では，電気自動車にお  

ける使用済み電池の処理が問題となり得るが，この問題も第5章で取り上げている。その他，環  

境影響として問題になり得ることはいくつか考えられるが，現状ではその大きさを把握すること  

が困難であるために，表1．1に事項を掲げるにとどめ，特別には言及しないこととした。  

表1．1ェソジン自動車及び電気自動車のライフサイクルにおける  

環境影響の検討事項  

過  程  エソジノ自動車  電気自動車  

資源採取  鉛  
希土類材料  

製  造  メッキ  鉛電池  
塗 装  半導体  

新素材  

利  用  排ガス  振 動  
騒 音  
振 動  

廃棄処理  鉛電池  鉛電池  
・プラスチック煩  新素材  
タイヤ  タイヤ   

自動車に関する議論では，この他，資源問題と費用の問題を取り上げる必要がある。資源問題  

についてほエネルギ十資源と材料濫分けられる。さらに，エネルギーに関んては製造や廃棄の過  

程と，利用過程に分離できる。これらのうち，利用過程におけるエネルギー問題については第4  

章で述べてある。また，材料として問題となり得る電池材料に関しては第5章で触れてある。し  

かし，利用過程以外のエネルギーに関しては検討の対象外とした。費用に関しても，利用過程  

と，その他の過程について，それぞれの議論がある。このうち，前著については第4章に記載さ  

れている。だが，後者については，現在のところ定量的な議論が困難であるため省いてある。定  

性的に言えることは，大量生産が成されるという前提の下では，たとえ電気自動車に新しい材料  

を使用したとしても，構造がエンジン自動車に比べて比較にならないほど簡単であることから，  

電気自動車がェソジソ自動車より大幅に高価になるとほ考えられない。  
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2 自動車公害と電気自動車導入の効果   

電気自動車はエンジンを苛んでいないので，走行中に排ガスを出さず騒音も少ない。したがっ  

て，電気自動車を導入すれば，自動専によりもたらされる大気汚染と騒音レベルが低下するのは  

容易に想像がつく。ここではまず，自動車公害の概況について述べる。さらに，これまでのエン  

ジン自動辛が電気自動車に置き香わった場合の効果について検討する。   

現在，自動車公害として問題となっているのは大気汚染と，騒音・振動である。したがって，  

ここでほこれら両者を扱うものとする。また，導入の効果の検討においては，日本全体が電気自  

動車に置き替わった場合の効果と，対象地域を限った上で，置換率を定め，その効果を計算す  

る。効果の目安としては，環境基準や規制値を取り上げ，これらがどの程度満たされるようにな  

るかを判断の基準とする。   

2．1大気汚染の現状   

大気汚染物質として，現在，問題となり規制の対象となっている主なものは，硫黄酸化物，窒  

素酸化物，炭化水素，光化学オキシダソト ー酸化炭素，浮遊粒子状物質である。以下，これら  

の物質ごとに，自動車公害との関連を見たい。  

1）硫黄酸化物   

硫黄酸化物は硫黄を燃焼させることにより発生する。硫黄は，原油や石炭にかなり含まれてお  

り，硫黄酸化物による汚染の大部分はこれらの燃焼により引き起こされるが，精製によりガソリ  

ソに硫黄分が残留することはほとんどない。しかし，ディーゼルエンジン自動車用の軽油には多  

少残留する。硫黄酸化物は国そして地方公共団体，企業の努力の結果，その排出量は大幅に削減  

され図2．1に示すように，昭和42年をど－クに・して年々減少している1，2）。硫黄酸化物の環境基  

準は1時間値の1日平均値が0．04ppm以下であり，かつ1時間値が0・1ppm以下であること，  

となっているが，昭和59年度の環境基準の達成率は99．4％となっている3）。このような状況か  

ら，大気汚染物質としての，硫黄酸化物の問題は低下の傾向にある。ところが趣く最近になっ  

て，自動車排ガス測定局での調査によると，その排出がディーゼルトラックの増加に伴って増え  

ているという報告があり4），楽観を許さない情況になりつつある。   

2）窒素酸化物   

窒素酸化物は，主な成分が一酸化窒素（NO）及び二酸化窒素（NO2）である。高温で物を燃  

やせば必ずNOが発生し，それが光化学反応によりNO2に一部変質する。窒素酸化物の排出源  

は，自動車，工場，発電所及び一般家庭など数多くがある。これらの排出源別の排出量のうち車  
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図2，1硫黄酸化物の環境濃度の経年変化l・Z）  

の占める割合は地域により異なるけれども，おおむね50％程度である5】8）。   

絵排出量に占める自動車の割合はこのような比率であるが，高い煙突から排出される発電所や  

工場に比べ，自動車による排出は，地上の濃度に大きな影響を与える。   

NO2の一般環境大気測定局15局と，自動車排ガス測定局26局の年次ごとの平均値を図2．2  

に示す1，2）。窒素酸化物は排出ガスから取り除く技術が特に難しいため，削減の努力にもかかわ  

らず環境濃度は年々横ばいの傾向にあるのは図2．2に示す通りである。   

このような，掛まし、の傾向と同時に注目すべきは，環境基準の達成率である。環境基準は1時  

間値の1日平均が0，04ppmから0．06ppmまでのゾーン内またはそれ以下であることと定めら  

れている。しかも，昭和53年にこのように基準が緩められたが，その時に，基準の達成の目標  

年次が7年後の昭和60年とされた。ところが昭和58年までのNO2にかかわる環境基準と測定  
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囲2・2 NO2の一般環境大気測定局と自動車排ガス測定局における年次ごとの平均値1・2）  
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値の対応状況が図2．3に示すような値となっている1）。同図より昭和59年度において，一般環  

境大気測定局では0．06ppmを越える測定局は3．3％であるが，自動車排出ガス測定局では  

26．6％もの高い値を示している。さらに0．04ppmを越える測定局となると，83．3％にも及んで  

いる。また，昭和60年4月の測定結果では幹線道路沿いの測定局で基準を超えたところが続出  

していると言われており，目標の60年度の基準達成は不可能であった。このため，環境庁は，  

「環境基準を昭和63年度，遅くても65年産までに達成」するための中期展望をまとめることに  

している。その施策として，交通総量の抑制がその中心として位置づけられているはか，ディー  

ゼル車の排ガス規制強化 電気自動車やメタノール車の普及を促進することなどがあげられてい  

る。  

－・一之欄塊大気測定局  

（刷  柑蛙左←）  
打勅嘔排出ガス糾冤局   

（目盛右→）  剛
3
0
0
 
 
 

S5 58 57 58 591年檻）   
（249h∂）（折損る）  

（23粥）（262り）（282刷  

55 S6 57 58 S9  
（l．215丸か （1．28根占）  

】69り）（1，245り）り，302川  

（婦考）】，環堕庁凋ペ。  

2．自動革排出ガス測定局軋資料採取臼が中道内にあるものセ除外した。  
3．国中の（）内は．全助走局釦こ占める当該測定局数の比率である。  

4．浪度は．1日平均値の年間98％値である○  

囲2．3 NO2の測定値と環境基準の対応状況1）   

窒素願化物に限らず，自動車による大気汚染物質の排出量において注目すべきは，車種別の割  

合である。東京都内において窒素酸化物について調査がなされた例がある8）。昭和60年におい  

て乗用車頬とトラック頬の走行キロ数の比は53．4％対46．6％で乗用車類の割合が高いが，窒素  

酸化物排出量に関しては26．4％対73，6％でトラック煩が圧倒的に高い。  

－13－   



3）非メタソ炭化水素   

炭化水素は炭素と水素とから成る有機化合物の総称で，多くの化合物が含まれる。   

炭化水素は評価の難しさから，環境基準もまだ定められていない。炭化水素の環境中の濃度の  

基準の目安としては昭和51年8月に，中央公害対策審議会より答申された「光化学オキシダン  

ト生成防止のための大気中炭化水素濃度の指針について」に記載されているものが存在する。こ  

の中では，炭化水素の測定については非メタン炭化水素を測定することとされ，光化学オキシダ  

ント生成防止のための濃度レベルの指針は6－9時の3時間平均値が0．2ppm－0．31ppmの範囲  

にあることとされている。非メタン炭化水素は，有機溶剤を使用する工場，石油類のクニ／ク，塗  

装及び自動車により排出されるが，自動車による排出の割合は約半分である。   

昭和58年度の一般環境大気測定局における非メタン炭化水素の6～9時の3時間平均の年平均  

値の濃度分布は表2．1に示す通りである㌔ 同蓑によると，0．2ppmを下回るところは13，7％，  

0．30ppm以下のところも41．2％である。また，自動車排出ガス測定局の年次ごとの平均値を表  

2．2に示す1・2）。同義によると非メタン炭化水素は年々わずかながら減少の傾向にあるが，それで  

も，指針をはるかに上回っている。  

表2．1一般環境大気測定局における非メタン炭化水素6－9時3時間平均値の年  
平均値の濃度分布3）  

温度区分  0．10 0．11 0．21 0．31 0．41 0，51 0．61 0，71 0．81   
（ppmC）   I i ！ I ！ ！ 1 i 合計   

項目   以下 0，20 0，30 0．40 0．50 0．60 0．70 0．80 0．90   

測 定 局 数  4  38  84  76  64  22  12   3   3 306   

割 合 （％）  1．3 12．4 27．5 24．8 20．9 7．2 3．9 1．0   

累 積 （％）  1．3 13，7 41．2 66．0 86，9 94．198．0 99．0100．0   

蓑2，2 自動車排出ガス測定局継続13測定局における非メタソ炭化水素年平均値  
の単純平均値の年度別推移1・2）  

項目   年度   53  54  55  56  57  58  59   

13 局 平 均  0．70 0．63 0．58 0．54 0．57 0．55 0．50   

単位：ppmC・   

4）光化学オキシダント   

昭和45年夏以来，毎夏，光化学大気汚染の影響とみられる目の刺軌 のどの痛み，胸苦しさ  

などの健康被害が出ている。光化学大気汚染の原因は，大気中の窒素酸化物と炭化水素が太陽か  
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らの紫外線を受けて光化学反応を起こし，人体に有害な物質を作り出すものとされている。その  

物質はオゾンなどのオキシダソトがほとんどであるが，窒素酸化物と炭化水素の生成を抑えれば，  

光化学大気汚染ほ発生しない㌔   

5）一酸化炭素   

一酸化炭素の主な排出源ほ自動車である。一酸化炭素の年平均値の経年変化を図2・4に示  

す1・2）。同園によると，一酸化炭素濃度は年々減少する傾向にある。このため，昭和55年度には  

環境基準未達成の測定局が0．9％であったが，56年以降はすべての測定局で基準が達成されてい  

る。なお，一酸化炭素の環境基準ほ1時間値の1日平均値が10ppm以下であり，かつ，1時間  

値の8時間平均値が20ppm以下であることである。  
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図2．4 COの年平均値の単純平均値の経年変化1・2）   

6）浮遊粒子状物質   

浮遊粉じんのうち粒径10叩1以下の粒子は沈降速度が小さく，大気中に比較的長期間滞留す  

る。また，このように小さな粒子は人体に吸い込まれた時，気道や肺胞に吸着されて呼吸掛こ影  

響を及ぼすことが指摘されている。したがって，10叩1以下の粒子を対象として，浮遊粒子状物  

質についての環境基準が設定されている。   

表2．3に環境基準の達成状況を示すⅠ・21。同表ほ一般環境大気測定局で測定された結果である。  

同表より，基準の達成率はこの4年間向上の傾向にあったが，59年度ほ58年度に比べて悪化し  

ている。   
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表2・3 浮遊粒子状物質の一般環境大気測定局における環境基準達成状況1・2）  

項目   年度   54   55   56   57   58   59   

測 定 局 数  226  271 286  353  465  607   

達 成 局 数  46   79  109  173  293  304   

達成率（％）  20．4  38．1 49．0  63．0  50．1   

（備考）有効測定時間に達していたい測定局は除く。   

浮遊粒子状物質中に自動車排ガスの占める割合は相当である㌔ それは，測定値の濃度上位測  

定局の中に，千葉，埼玉 神奈川，及び愛知の各都市部の測定局が含まれていることからも裏づ  

けられる。   

以上あげた大気汚染関係で問題になる物質のうち，主なものについて，自動車による寄与率を  

まとめたものを表2．4に示す5‾㌔同義において，窒素酸化物についてほ出典の違いによりはら  

つきがあるが，東京を例にとると，専の寄与率が78％にもなるという報告がある6〉。  

表2・4 主な大気汚染物質の車による寄与率57）  

汚染物質 地域 自動車による寄与率   

NOズ  全国7〉  40（％）  

全国5）  55  

東京8〉  78  

CO  全国5〉  93  

炭化水素 全国5）  57   

2．2 自動車騒音の現状   

自動車公害のもう一つの大きな問題である騒音について考える。自動車の騒音は被害の程度を  

耳で直接聞くことができるため苦情も多く，件数だけで比較すると大気汚染の2倍以上にもな  

る。騒音問題のうち，自動車騒音についてみる。都道府県等が，騒音を代表すると思われる地  

点，又は騒音による問題を生じやすい地点で昭和59年度に測定した自動亭騒音の結果を図2．5  
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に示す3）。同園によると，騒音による環境基準を24時間にわたって達成している測定点は全測  

定点のわずか15．1％しかなく，また，要請限度を超える地点は25．5％にもなっている。なお，  

同国において，4時間帯と示してあるのは，1日を朝，昼，夕，夜間と分けた四つの時間帯のこ  

とである。環境基準の達成状況及び要請限度の超過状況を区域の区分別に見たのが図2．6であ  

が）。同図において，住居区域であるため，最も静穏であることが必要とされているのが第2種  

区域であるが，この区域において最も環境基準の達成率が低い。同園より，この区域での環境基  

準を達成している測定点は4．2％のみであり，要請限度を超過している測定点は37．6％にもなっ  

ている。  

（l）1ふ‘け足並準  

（4，】45ilり定．・．呈）  

（2）要請限使  

（4．145測定点）  

図2．5 騒音の環境基準の達成状況及び要請限度の超過状況ユ〉  

要請限度超過   環境基準達成  

帝1種区域（302測定点）   

第2輔区域（2．053洲定点）  
4．2％  

第3性区域（l．628測定点）   

第4柚区域（162illり定点）  

注）（1）匹Z2ヨ4時間帯のすべてが環嶋基準を達成している測定点の割合   （2）⊂コ‘・側  
（3）巨∃4時間帯のいずれか又はすべてが要請限度を超過している  

ill11定点の割合  

図2．6 区域の区分別騒音環境基準の達成状況及び要請限度の超過状況3）  
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また，時間の区分別にみたのが図2．7である3）。最も静穏の要請されているのは夜間である  

が，この固から，基準の達成率は43．1％，要請限度を越えるところも18．2％と高い値を示して  

いる。このことは，夜間に耐えられない程騒音の高いところがかなりあることを示しており，問  

題の深刻さを浮きぼりにしている。   

鯛  
（4、145測定点）  

昼間  
（4、145測定点）   

夕  
（4，145測定点）  

夜間  
（4，145測定点）  

注）（1）匹Z詔環境基準を達成している測定点の割合  

（2）口端墳基準を超過しているが，要請限度  
以下である測定点の割合  

（3）∈≡∃要請限度を超過している測定点の割合   

図2．7 時間の区分別騒音環境基準の達成状況及び要請限度の超過状況3｝   

2．3 自動車公車間題に対する電気自動車導入の効果   

ここでは，すべての辛が電気自動車に置き香わった場合と，一部が置き替わる場合に分けて，  

自動車公害問題改善のための電気自動車導入の効果を検討する。   

2．3．1すべての辛が電気自動車に置き替わる場合   

もし，現在の車が，すべて電気自動車に香わったと仮定した場合，例えば窒素酸化物の濃度は  

どの程度まで下がるであろうか。表2．5に昭和60年度のNO2の1日平均値の平均98％値が高  

い一般環境大気測定局と，そこでの年間98％値を示す1）。表2．5より，全窒素顧化物排出量のう  

ち，東京都市部の自動車の寄与率を78％とすると，最も濃度の高い荒川の測定局でも17ppb程  

度まで下がり，環境基準を十分に満たすことになる。   

騒音については，電気自動亭ほ同クラスのエンジン自動車に比べて，約10分の1のレベルで  

ある10）。図2．7より，もし，騒音レベルが現在の10分の1に低下したとすれは，全国で1日を  

平均して78％，夜間には86％の地域が環境基準を満たすことになる。   

次に，実際の道路をモデルとして．電気自動車がエンジン自動車に置き替わることによる効果  

をシミュレートしてみる。  
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表2．5 NO21日平均値の年間98％値上位測定局  

都道開 市町村 測定局 星蒜窟（。。m）  

東 京  荒 川  荒  川  0．078  

千代田  都 庁 前  0，077  

港北区総合庁舎  0．077   

足  立  0．075   

中区本牧  0．074   

中  野  0．073   

鶴見保健所  0．073  

神奈川  横 浜  
東 京  足 立  
神奈川  横 浜  
東 京  中 野  
神奈川  横 浜  

鶴見区生麦小学校  0．073  

港南区野毛中学校  0，072  

川 崎  幸保健所  0．072  

多摩保健所  0．072   

2．3．2 国運17号線を対象とした窒素酸化物濃度に対する電気自動車導入効果のシミュレー  

ション   

車のうちの何割が電気自動車に置き香われば大気汚染の濃度に顕著な効果が現れるかについ  

て，窒素酸化物を対象としてシミュレートしてみたい11，12）。まず，車種を乗用車を主体とする小  

型ガソリン辛及び，4t積トラックを主体とする大型ディーゼル亭で代表させると，それぞれの  

車種についての1km当たりの窒素酸化物排出量は，4モード走行においてそれぞれ0．36g及び  

4．9gである1）。道路は，埼玉県戸田市内の国道17号線，いわゆる新大官バイパスを選ぷ。この  

道路は，首都圏と東北，上越地方を結ぷ文字通りの動脈で，道路の幅貞が50mで片側3車線の  

広さを持っている。交通量ほ1980年8月5日の調査では毎分66台で，うち，大型ディーゼ／レ車  

の占める割合は50％であった。この道路について，道路端から風下側にそれぞれ0，10，20，  

50，100mの5点を選び，NO∫，COの10分間平均値を測定した例を囲2．8に示す。これらの  

測定結果より，平坦な地域における自動車排ガス成分の風下方向への拡散は次式で表現できる。  

C（方）＝Cβ＋Q⊥（2／打）1ノ2（l㌔♂z）1  （2．1）  

ここでC（ズ）は風下方向芳での濃度，Cβはバックグラウンド濃度，0ェは汚染物質の排出強  

度，佑は道路と直角方向風下の風速，♂zほ鉛直方向の濃度分布の標準偏差である。  

（2．1）式を用いることにより，電気自動車への置換による汚染ガス成分の濃度の水平方向への  

分布を窒素酸化物について計算すると，図2．9のような結果になる。同園では，現状に対して，  
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小型車と大型亭ディーゼル車を半分及びすべて電気自動車に置換したそれぞれの場合について計  

算を行った結果を示している。同図より，特にディーゼル辛が置き替わることによる濃度低下の  

割合が著しいのは通常の感覚とよく一致している。  
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道路端からの距離（m）  

図2．8 道路から直角風下方向のCO及びNOズ濃度の測定値  
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図2・9国道17号線をモデ′レにした電気自動車導入によるNO∫濃度低下の効果  
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2．3．3 国道6号線を対象とした電気自動車導入効果のシミュレーション   

沿道の大気汚染や騒音を評価する指標としては汚染物質そのものの濃度や環境基準の達成率な  

どいくつか考えられる。ここでは，道路が人間活動と密接なつながりをもっていることから，沿  

道の人口の張り付き具合いを考慮した窒素酸化物汚染暴罪人口を使って電気自動車導入の効果を  

試算した13）。対象とした道路は国道6号線で土浦市街地を縦断する部分の，約10kmとした。  

この地域の沿道（道路から100m以内）総人口は約12，000人である。   

試算結果は，窒素酸化物濃度とその濃度以上の地域に住む人口，すなわち累積暴冨人口との関  

係として図2．10に示す。想定された電気自動車への置換率も同園中に表としてまとめてある。   

図からも分かるように，現状（Case A）では環境基準である40ppbを越える地域に約600人  

住んでいる。さらにそのうち約450人は60ppb以上に暴露されている。   

交通量その他の条件をそのままにしておき，小型車を電気自動車に置換したときの累積暴露人  

口は図中Case Bのようになる。図が示すように，40ppb以上暴露される人は約250人となり  

現状の1／2以下である。また，50ppb以上の暴露人口は0である。  

EV置換輩  
Case  

小・中剋‖二大＋！辿  備 考   
A   0   0  現状   

B   1．0   0  小・中型のみ   

C   0．5  0．5  1／2置換   

D   0  1．0  大型のみ   

E   l．0  1．0  全面置換   

30  40  50  60   70  10  20  

NOxi農度（ppb）  

図2．10 国道6号線をモデルとした電気自動車導入に伴うNOズ曝露人口の変化  
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大型車の電気自動車も導入すると沿導の大気質は一段と改善される。例えば，全車種にわたり  

その1／2の台数を電気自動車に置換することにより，環境基準の40ppbを越える地域に住む人  

は全くなくなる（Case C）。また，小型車・中型車をそのままにし，大型車のみを完全置換して  

もほぼ同様となる（Case D）。もちろん，全車種完全置換を行えは道路交通に起因するNOズな  

どによる大気汚染が完全になくなることは言うまでもない（Case E）。   

以上のように，電気自動車導入による沿道大気汚染の改善効果はかなり大きいとされる。特に  

大型車の電気自動車化はその効果が著しい。   

ここでは窒素酸化物汚染のみを考察対象としているが，前節でも述べられている通り，内燃機  

関自動車の排ガスがもたらす沿道大気汚染は窒素酸化物のみにとどまらない。これらの窒素酸化  

物以外の汚染に対しても電気自動車導入が窒素酸化物汚染と同様に著しい効果のあることは容易  

に推測できる。なお，ここでの計算に用いた数式モデルや交通量などの諸データについては文献  

13）に詳しく記されている。   

次に，騒音について対象地域を窒素酸化物のシミュレーションと同一に選んだ場合についての  

検討結果について述べる14・15）。   

速度Vkm／h，小型車混入率仇，大型車混入率α2（α1＋α2＝1）の交通流の平均パワーレベル  

ほ，  

エⅣ＝87＋0．2l′＋10logl。（の＋10（72）  （2．2）  

で与えられる。電気自動車のパワーレベルが内燃機関自動車に比べて，小型で』⊥ldβ，大型で  

』エ2（よβだけ小さいとすると，平均パワーレベルの変化は，  

10（Z2（1－α2（1－10此い0））  仇（1一飢（1－1U【勅′10））  
（2．3）  』上Ⅳ＝10logl。   

β1十10（Z2   α1＋10（72   

となる。ただし飢，α2はそれぞれ小型車と大型車の置換率である。これらの式を用いて，電気  

自動車が導入された場合の道路交通騒音の変化を予測する。   

電気自動車置換率によって五つのケースを想定し，これらのケースに環境基準（住宅用地で  

55（まβ（A），商住混合地域で65dβ（A））を越える地域の居住人口を算出した。   

結果を図2．11に示す。ここでは／くワーレベルの減少億は大型，小型ともに』上（よβ（A）である  

として，3から15dβ（A）の間の値を3（躇（A）ごとにとった。電気自動車により平均10dβのパ  

ワーレベル減少が期待できるとすれは図に示すようにケースDでは基準を超える地域の人口が  

約4，000人に減少し，ケースEでは1，500人程度になる。このように電気自動車は騒音の低減  

に非常に有効である。特にケースD，Eのように大型車が全面置換された場合，環境改善の効果  

は大きい。このことから，道路交通騒音の抜本的な対策の一つとして電気自動車，特に大型車の  

開発を促進することは有効である。  
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図2．11国道6号線をモデルとした電気自動車導入に伴う騒音の環境基準を超え  
る地域の居住人口（沿道総人口二約12，000人）   

2．4 まとめ   

ここでは，自動車公害の現状を，大気汚染と騒音の問題に絞って述べてきた。その結果，大気  

汚染関係で，現在最も深刻な問題である窒素酸化物については，すべての辛が電気自動車に替わ  

ればもちろん環境濃度が大幅に低減することが示された。なお，本文では触れなかったが，自動  

車排ガス，特にディーゼル排ガス中のベンゾビレソやニトロビレソ等の発ガン性が論議を呼んで  

いるが，電気自動車では，これらの物質も全く発生しないことは言うまでもない。また，騒音に  

ついても著しい改善がなされる見込みである。   

現在の車を一部電気自動車に置き替えた場合のシミュレーショこ／の結果では，大型のディーゼ  

ル亭を電気自動車に置き替えることにより，環境改善が顕著に進むことが示された。   

なお，自動車関連の公害に関しては，振動の問題もある。自動車による振動ほ車体重量に依存  

する。電気自動車の総重量はェソジソ自動車に比べて軽くできる可能性は少ないため，この問題  

に関しては電気自動車はエンジン自動車に比べて有利であるとは言えない。  
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3 電気自動車に関する世界の情勢   

これまで，電気自動車は日本はもとより世界中の研究機関やメーカーにより，その研究対象と  

されてきた。ここでは，電気自動車の現状を，研究・開発の体制の面，性能面，最も重要とされ  

ている電池，及び普及の4点について検討する。さらに現在まで，電気自動専の普及はほとんど  

進んでいないが，その理由についても言及する。   

3．1電気自動車の研究・開発の動向   

電気自動車の歴史を簡単に振り返ると遠く18世紀後半にさかのぼる。当時は自動車技術の黎  

明期で，蒸気自動車など数多くの技術が生まれては消えした時代である。その中でも，特に有望  

だったのが電気自動車と内燃機関エンジン自動車だった。しかし，20世紀に入ると，エンジン  

技術が急激に向上したのに比べ，電池の性能向上が思うに任せず，電気自動車は忘れ去られる運  

命にあった。   

その後，日本では戦後の燃料難の一時期に，見直されたことがあった1・2）。ヨーーロッ／てに目を  

向けると，イギリスでは1934年頃から牛乳の宅配用に電気自動車が使われ始め，現在でも1万  

台以上が毎朝各戸をまわって配達をしている。この目的に特に電気自動車が使われたのは，発  

進・停止を繰り返す牛乳の配達にはガソリン自動車よりも運行コストが安価であるためと言われ  

ている3・4）。   

フラソスでも第二次大戦中からゴミ収集車として電気自動車が使われ始め，現在でも約200台  

がパリ市内を走っている5・6）。   

これらの先駆的な使用に引き続き，公害問題が世間の注目を集め始めたのに伴い，電気自動車  

の可能性が再び取り上げられた。   

日本でほ昭和40年（1965年）ごろから一部の自動車メーカーと電力会社が共同で開発を始  

め，さらに，ほとんどの自動車メーカーと電池メーカーも研究に乗り出した。このような気運の  

下に，通産省は大プロで電気自動車を取り上げたのが昭和46年のことであった。それから6年  

間に合計57億円が投じられ，軽自動車から路線用電気パスに至るまで，5車種13台の試作車が  

作られた7〉。この大プロは世界に先駆けて本格的な研究・開発を行ったという意義ほもちろんの  

こと，電気自動幸枝術を向上させたという点で世界各国から高く評価されている。ただ，大プロ  

の成果は性能に重点を払ったものなので，価格や信炉性等で実用に供用するには幾多の問題点が  

あった。   

そこで，大70ロが終了した後，電気自動車を広く普及させるために，電気自動車協議会（EV  
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協議会），日本電動車両協会（EV協会），標準実用電気自動車研究組合（EV技研）の三つの団  

体が結成された。これらのうち，EV協議会とEV協会の関係は，し、わゆる立法府と行政府とに  

相当しており，EV協議会は普及の基本計画を策定し，EV協会はそれを実行に移すことを主な  

役割としている。EV協会の主な活動は電気自動車に関する各種調査，メーカーヘの試作の委  

託，広報活動とそれに，普及を進めるために電気自動車を広くユーザに貸し出すリース業務など  

である。   

EV技研は電気自動車に関連する民間会社が，政府の補助を受けて技術開発を行うための団体  

で，昭和57年までが第一期，それ以後が第二期の開発期間として活動が進められている。EV  

技研の予算規模は59年度までの6年間に約10億円となっている。政府関係の予算はその後は減  

る傾向にあり，日本の電気自動車の現状ほ停滞期に入っていると解釈して良いと思われる。   

ヨーロッパの情勢をみよう3‾6）。フランス，西ドイツ，イギリスなどで大気汚染間糎を契機と  

して研究・開発が活発になった事情は日本と同じである。だが，日本ではオイルショックが電気  

自動車にほとんど影響しなかったのに対し，ヨーロッパ各国ではそれにより加速され，現在でも  

ますます盛んに研究が行われている。ヨーロッパ全体で電気自動車の開発に使われた予算をみる  

と，日本の大プロの時代は，大プロの年間予算の約半分，金額にすると年間5億円程度であった  

が，1977年ごろから年間10億円ベースとなり，現在では年間20～30億円程度となっている。   

ヨ一口ッ／くにおける電気自動車の開発と普及の戦略は大型バスやトラックに重点を置くという  

考え方である。これは，現在の電気自動車の性能や価格を考えると，乗用車のユーザの満足を得  

ることは難しいという判断と，ヨーロッパ大陸ではバスやトラックによる輸送が盛んで，これら  

を電気自動車に置き香えるだけでもエネルギーや公害問掛こ対してかなりの寄与ができるという  

要田が重なっている。   

アメリカでは1976年9月17日に“ElectricandHybridVehicleResearch，Developmentand  

DemonstrationAct of1976”と名付けられた法律が制定されたことにより本格的な研究・開発  

がスタートした8‾13）。この法律は6年間に1億6000万ドルの費用をかけて，電気自動車の開発・  

生産及び普及をしようというものである。アメリカでは一日の石油輸入量が800万バーレルとい  

う膨大な量である。アメリカは安全保障の見地からエネルギー的に自立するとの政策をとってい  

るが，原油の輸入量を減らす最良の方法として電気自動車が取り上げられたというのが経緯であ  

る。   

この法律の執行はDOE（エネルギー省）が中心となってなされ，大プロがちょうど終了した  

1977年から活動が始まった。DOEでは普及を行う第一の分野として乗用車に焦点を合わせてい  

る。これはセカンドカーやサードカーの多いアメリカでは性能の多少劣る電気自動車でもかなり  

の需要が見込めるためである。アメリカにおける，この電気自動車に関する計画は最盛期には年  

間100億円べ一スの予算が投入された。だが，レーガソ政権の誕生により，政府関係の研究投資  

がすべて削減されたことに伴い，電気自動車の研究もペースダウンを余儀なくされた。  
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この法律の主旨は高性能の電気自動車の開発はもちろんのこと，普及にも大いに力を注く・とい  

うことが，日本の大プロとの最も大きな違いであった。このため，アメリカで得られた電気自動  

車の性能は大プロの成果より見劣りがする。しかし，電池の性能向上などについて，年次ごとの  

日原がたてられ，一歩一歩前進している様子がうかがえる。   

図3．1に，日本，7メリカ，ヨーロッパにおける研究・開発の7クテJビティーを示す目安と  

して，年次ごとの電気自動車に投入された政府関係の予算額を示してある。同園より各国の研  

究・開発の動向のまとめとして言えることは，ヨーロッ′くに関しては漸進の状況であるが，日  

本，アメリカでは停滞に向かう状況だと言わざるを得ない。特に，日本の場合にその停滞の渡合  

が大きい理由を上げてみると以下のようなことが言える。1）昭和40年代の日本の電気自動車の  

研究・開発は公害問題からの契機であったが，自動車メーカーの努力と厳しい規制により汚染排  

ガスの排出量の削減が進んだこと，2）欧米ではエネルギーショックが電気自動車の研究・開発  

に予一層の神事をかける形で働いたが，日本はエネルギーショッタを比較的うまく乗り切ったこ  

と，3）日本では自動車についての各種規制が厳しいため，いわゆるベンチャービジネス的な会  

社が電気自動車の研究・開発に参入するのが難しいことなどが挙げられる。  

図3．1各国政府が電気自動車の研究・開発及び普及のために支出した予算額   

3．2 電気自動車の性能の現状   

電気自動車を製作の目的の上から分疑すると，テスト亭と実用車に分けられる。また，設計の  

方法からは，シャシーやボディから電気自動車として作られたものと，二エソジン自動車の車体に  
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電池と電動機を載せたものがある。これらをそれぞれ●lオリジナルモデル”及び“改造モデル’－  

と呼ぶことにする。   

大プロで開発された乗用車と小型トラックをそれぞれ図3．2と図3．3に示す7）が，これらはテ  

スト車のオリジナルモデルに属する。EV技研で試作されたものを図3，4に示すが，これはテス  

ト車の改造モデルとなる。EV協会がリース制度に使用しているものは実用車の改造モデルに分  

類できる。また，図3．5は，アメリカで最大の販売実績を持つと言われているエレクトリックコ  

ミュータと呼ばれる亭であるが，これはオリジナ′レモデルに属する。  

図3▲2 大プロで開発された電気乗用車の外観  

図3．3 大プロで開発された小型電気トラックの外観  
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因3．4 EV技研で試作されたバンの外観  

図3，5 アメリカで市販されている小型電気乗用車  
エレクトリックコミューターーーの外観  

当然のことながら，オリジナルモデルは，一見して，電気自動車と分かる形をしているが，改  

造モデルほ外見上ほこれまでの車と何ら変わらない。一般的に性能上はオリジナルモデルが高  

く，価格的には改造モデルが安価となる。   

電気自動車の性能を評価する代表的な目安は一充電走行距離（これをレンジと呼ぷ），加速度，  

最高速度の三つの要素である。特にレンジはェソジソ自動車に比べ，現在までの電気自動車が著  
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しく劣っているため，最も重要視されることが多い。また，実際に電気自動車を使用している  

ユーザからは加速度についての要求も弓凱、。単位走行距離当たりの電力料金や保守に必要な経費  

も考慮の対象である。   

では，これまでに作られた代表的な電気自動車の性能を紹介しよう。表3．1にほテスト車の例  

として大プロ7）とEV技研川で試作された串の一部及び，DOEとの契約によりジェネラルエレク  

トリック社が試作したETV18）という型式名の乗用車の性能を示した。この裏より，大7qPで試  

作されたものは他に比べてかなり高い性能を持っている。特に，レソクは4モード走行で250  

kmにもなっている。これは車体をプラスチックにして軽くしたことや，電動機やコントロ・－  

ラーとして高効率のものを開発したことにもよるが，最も大きな寄与をしたのはZn空気電池を  

新たに開発して，使用したことである。ETVlは大プロの成果に比べ，レンジに関しては半分  

以下の性能である。これは使用した電池の性能の差に最も大きく影響を受けている。ただ，改造  

モデ′レであるEV技研の成果に比べるとかなり良い値が出ているのは車両設計の違いが大きな要  

因となっていると考えられる。  

表3．1テスト用に作られた電気自動革の性能の現状  

開 発 主 体   通産省大型プロジェクト   EV技研  DOE   

車  種   小型乗用  小型トラック   軽／ミ ソ  小型乗用   
車  名   EV211  EV411   ETVl   

レンジ（定常走行）  455km（40km／h） 496km（40km／h）  130km（40km／h）187km（56krn／h）   

レンジ（パターン走行）  250km（4モード） 250km（4モード）   110km（SAE－d）   

加速性能   3．6秒（0→40km／s） 4．9秒（0→40km／s）  8，0秒（0→40km／s） 8．8秒（0→48km／s）   

最高速度   83km／h  90km／h   75km／h  lO4km／h   

使用電池   亜鉛空気，鉛  亜鉛空気，錨  鉛  鉛   
電池重量   530kg  l．050kg   490kg   

（カツコ内は条件）   

表3．2には実用車の性能の例を示す。現在アメリカでは約30種類の乗用車とバンが市販され  

ているが，同義はそれらのうち，1981年にアメリカのボルチモアで行われた国際電気自動車シ  

ンポジウムに出展されたものの性能をまとめたものである1㌔ さらに，この裏にはEV協会が  

リース用に使用している軽乗用タイプの電気自動車の性能も示してある。この裏より日本製はア  

メリカ製に比べて最高速度でやや劣っているほかは同程度の性能である。   

レンジについてみると，市街地では60km程度走るのがやっとである。このレソジがどれほ  

ど実用的であるかを判断する材料の一つとして，アメ・リカにおける車の1日の走行距離とその頻  

度を調べた結果によると，年間を通して80％の日は1日の走行が60km以下である。この結果  

から，セカンドカーあるいはサードカーとして車を使用するには電気自動車でも間に合うという  

－30   



表3．2 アメリカと日本で実用に供するた捌こ市販されている電気自動車の  

性能の現状  

生 産 国   ア  メ リ  カ  日  本   

モ デ ル   改 造 モ デ ル   オ■リブナル モデル  改造モデル   

車   種   乗  用  ノヽ    ン′  乗  用  バ   ン   

レンジ  最高  144   96   96  

定常走行  平均  120   88   80  

（km）最低  96   64  

レンジ  最高  88   72   56  

／くターン走行  平均  64   56   
（km）最低   

48   48   40  

加速   
最高   8，8   15   13．9  

0→48km  平均   8．5   

（秒）最低   8．0   9   10   

最高  四   112   88  
最高 

′h） 
平均  四   96   

最低  80   80   64  

のがDOEを始めとしてアメリカの電気自動車に携る人々の意見の主流のようである。   

3．3 電池の性能の現状と将来の見通し   

電気自動車の性能を左右する最も大きな要素ほ電池であることはいうまでもない。電池の性能  

は次のような項目で評価される。  

1）エネルギー密度   

単位重量当たりに蓄えられる電力量であり，レンジに大きな影響を与える。単位はWh／kgで  

表す。   

2）パワー 密度   

単位重量当たり，単位時間当たりに取り出せるエネルギーである。加速度と最高速度はこれに  

依存する。単位はW／kgである。   

3）寿 命   

フル充電と定められた放電深さによる放電を何回繰り返せるかの値である。   

4）充放電効率   

充電に使用したエネルギーと放電で取り出せるエネルギーとの比である。  
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5）価 格  

1Whのエネルギーな誓えられる電池の値段を価格と定義している。   

これまでに作られた実用車のほとんどは鉛電池を使用している。その理由は上記5項目のうち  

の，エネルギー密度を除くすべての項目がほぼ実用的なレベルにあるためである。しかし，鉛電  

池を使用した場合，前節でも示したようにレソジンが伸びないという問題があり，これを解決す  

るために鉛電池に香わる新しい電池の研究・開発が積極的に行われている。これらの電池は総称  

して新型電池と呼ばれている。新型電池として研究の対象になったものは数多くあるが，その進  

展に伴い取捨選択されてきた。DOEでは近い将来，実用化の見通しのあるものをニ7ターム電  

池，一般に使えるようになるまでにかなりの時間を要するが，原理的にみて高い性能が期待でき  

るものをアドパソスト電池と分けて研究な進めている？‾12〉。なお，大プロで開発されたZn望気  

電池はエネルギー密度ほ，鉛電池の3倍もあるものの，／くワー密度が小さく，寿命も短いという  

ことで，これらの電池からほ外されている。   

ニアターム電池に属するものは従来の鉛電池を改良したものと，NトFe，Ni－Znの3種類で  

ある。蓑3．3に，これらの電池についてDOEが1986年までに達成することを目指して掲げた  

目標と，1981年現在における実現値を示す16〉。また，同衰には鉛電池については，日本のEV  

技研で得られたもの，Ni－Feは松下電器の成果を17）さらにNiZnについてはユアサ電池で関  

したものについて示してある。この裏より，総合的にみるとNi－Feが最も良い性能を示してい  

るが，実際にほ価格が最大のネックである。NトZnは寿命に問題がある。また，鉛電池の寿命  

において日本とアメリカでは大幅な差がある。これは，テスト条件の違いが大きく影響してい  

る。なお，現在エンジン自動車用に市販されている鉛電池はエネルギー密度が30Wh／kg，寿命  

が600回ほどである。蓑3．3ではNi－Feが最も良い性能を示しているが価格が非常に高く，現  

時点で使用可能な電池は鉛電池のみで，その性能は，エネルギー密度45Wh／kg，／くワー密度  

80W／kg，寿命ほ実用的には300回程度と考えるのが妥当であると考えられる。  

表3．3 電気自動専用電池の性能の現状  

ユネルギ ′巨  
品 柔命（回） （Wh／kg）  

DOE目標値  56  104  創）0   

‾7  鈷   40－41  98－1（）4  95～290  

電                メ 田  Ni－Fe   47－88  98－103  327－515   

池  42－68  71－131  79－179  
の  
穫   40～48  600←1，200   

煩  Ni－Fe   82  1，000  

．本   52  75   
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7ドパンスト電池に属するものにはZn－ClやZn－Brなどの流体型，Na－SやLi－S及びLi  

－FeSなどの高温型L ノカニカルチャージ型のAl一空気などがある。ここで流体型とはClやBr  

などの正極として使用する物質が流体に溶けた形で用いられるものである。高温型とは常温より  

かなり高い温度でのみ電池として動作するものである。さらにメカニカルチャージ型とは，放電  

の過程で化学変化した物体を充電の形で元に戻すのではなく．再生工場のようなところで，処理  

するものである。これらの電池はいずれも100Wh／kg以上のエネルギ岬密度が期待されている  

が，その実用化は2000年ごろになるだろうと予測されている。   

なお，最近，電気自動車用電池の現状と将来について高橋らが詳細な検討を行っているl㌔   

また，最近，プラスチック電池が話題を呼んでいる。この電池の基本的発明は筑波大学の白川  

英樹教掛こよるもので，ペンシルパニア大学で研究が進められ，いま，世界中の多くのメーカー  

が実用化に取り組んでいる。この電池の特徴ほ手ネルギー密度ほこアターム電池とそれほど差ほ  

ないが，パワー密度は2kW／kg近く期待できるといわれている。白川教掛こよると，現在は寿  

命や信頼性などに問題があるが，数年の期間で実用化の可能性があるとのことである。この電池  

が将来の電気自動車用電池の本命になることは十分にあり得る。   

以上のように将来を見れは，鉛電池に香わる電池の実用化の可能性は十分にある。それらの開  

発の進歩が遅いのは研究投資額が十分でないためであるというのが研究に携る多くの人々の弁で  

ある。   

3．4 普及の現状   

日本における普及の現状を眺めてみると，最大の需要先はEV協会がリースの形で一般ユーザ  

に貸し出しているものである。このリース制度はEV協会が軽乗用車，軽トラック，小型バンな  

どをメーカーに依頼して製作し，3年ないし6年の期間，一般こL－－ザに貸し出されるものであ  

る。昭和58年にほ38台が貸し出された。主な借手は電力会社と，■小口の商品の配達サービスを  

行う会社である。   

このはか，現在，電気自動車が実際に使用されている例と〔て京都市の電気バスがある1g）。こ  

れは京都市の西の郊外に建設が進められている洛西ニュータウンと，阪急電車桂駅を結ぷパス路  

線の一部として昭和54年5月から運行が始められた。目的はバス路線の沿線に古くから住む住  

民の健康被害への影響を考えてのことである。現在6台の電気／ミスが従来からの／ミスに混じって  

運行が行われている。このパスほ音や振動が少ないことのために乗客にもおおむね好評のようで  

ある。ところが，運行費用がかかりすぎることが最大のネヅクである。特に，この電気パスは，  

専用に開発された鉛電池を1台当たり3t積んでいるが，これの原価消却費が大きいのが悩みで  

ある。しかし，これは，電池が大量生産されていないことが最も大きな理由で，本質的な問題で  

はない。   

もう一つの例として，現在，EV協会が進めているものにゴミ収集用の電気自動車がある。ゴ   
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ミ焼却場では，焼却で得られる熱を利用して発電を行うことが一般化しつつある。このようにし  

て得られる電力は発電コストが安いことが利点であるが，得られる電力量や周波数の安定性に問  

題があるため，電力会社への販売価格は安くならざるを得ない。このため，このような電力を有  

効に利用することと，ゴミ焼却場のイメージアップを図ることの2点の理由から，ゴミ収集車を  

電気自動車でという計画が進められている。この計画はEV協会が主体となり，富士重工，日産  

自動車などのメーカーと，ユーザである横浜市などが協力体制をとって進めている。実車ほ既に  

完成し，現在はゴミの収集業務を行いながら走行テストが続けられている。   

これら，電気自動車を積極的に使うための試みが一方では成されているものの，これまで試用  

していたユーザがその使用をあきらめるというケースも多いということが聞かれる。その最も大  

きな理由は，電気自動車で得られる性能に対して，コストが高いということである。現在，軽自  

動車クラスの電気自動亭は1台200万円程度といわれている。同クラスのエンジン自動車に比べ  

て約3倍の価格である。この価格の溝を埋めるために行われているのがEV協会のリース制度で  

あるが，それでも月額47，000円というのは一般ユーザにとっては高すぎる金額である。   

アメリカにおいては，電気自動車に対するDOEの方針が，電気自動車の高性能化のための研  

究・開発を促進することはもちろんのこと，普及のた捌こもかなりの予算を割くということで  

あった。そのための方策として，電気自動車を開発するベンチャー企業に予算を配分して育成す  

ることと，地方自治体や大量に革を使用する公共的なユーザに補助金を出して試用に供すること  

が積極的に行われた。また，一般の人々の電気自動車に対する関心も比較的高く，個人所有のも  

のもかなりある。この背景にはアメリカでは個人が作った辛でも条件を満たせはナンバーを取得  

することが可能なことがあげられる。そのため，いわゆる“Doityourselfけで作られた電気自  

動車の数もかなりに上る。  
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図3．6 最近の日本及びアメリカの電気自動車の年間生産台数  
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図3．6に，最近の日本1・2）及び7メリがl・12〉の電気自動車の生産台数を示す。同図より，アメリ  

カは日本より約1けた多い生産が成されていることが分かる。また，アメリカの統計は自動車  

メーカーによって生産されたもののみが，集められており，個人で作られたものは含まれていな  

いため，実際はこれよりも多い。   

以上のように電気自動専の普及の現状をつかむことほ，統計の取り方や発表されるソースによ  

り異なるためにむずかしいが，いずれにせよ，ごくわずかの台数が実用に供されているに過ぎな  

い。   

3．5 電気自動車の普及の見通L   

電気自動車の普及の予測ほ電気自動車の研究・開発に携ってきた多くの機関によって成されて  

いる。   

まず，日本の例について眺めて見る。電気自動車協議会ほ昭和52年4月と58年12月に「電  

気自動車普及基本計画」を作成している1・2）。これらによると昭和52年には，それまでの普及台  

数が400台であったが，9年後の62年には普及台数が20万台との目標を立てた。しかし，昭和  

58年の段階での普及はわずか580台にとどまっており，62年における20万台普及という目標の  

達成は極めて困難であるとの見通＼しだった。そこで昭和58年に再び基本計画が策定され，昭和  

65年における目標として，年産1万台，保有台数1万5千台という数字が示された。そして，  

この年までに大量生産を可能とする電気自動車専用工場を建設する計画が立てられている。   

アノリカでも多くの故国が普及の予測を立てている。1979年におけるDOEの予測では1979  

年の生産台数が600台に対して，1983年には7500台，1990年には20－50万台となると予測し  

ている。同様にGMでは，1990年に年間20－30万台との見積もりを示している11）。また，アメ  

リカの四つの扱開による1980年になされた，1990年と2000年における予測の結果を麦3．4に  

示す12）。同蓑によると，予測を立てた親閲ごとにほらつきが大きいが，2000年には少なく見績  

もっても60万台，多けれは830万台の年間生産台数が見込まれている。ちなみに，現在の日本  

の4検車の生産台数は年間約1000万台である。さらに1984年の報告によると2D〉，ANL（アル  

ゴンヌ国立研究所）の予湘では西暦2000年の電気自動車の保有台数が300万台から2400万台，  

2020年には3000万台から1億台となっている。同様に19朗年の報告によると，EPRl（アメリ  

カ電力研究所）が20編の研究報告をまとめた結果，2000年における普及台数が700万台という  

数字を示している。この値を得るに当たっての条件として，ガソリン価格が現行通りであり，電  

気自動車の性能としてレソジが100マイルを想定している。そして，ガソリン価格が倍となれは  

電気自動車の普及台数も倍になるだろうと予執している。   

以上のように，電気自動革の性能は現在のものから多少の向上があれは，普及ほ順調に進むも  

のという予測が日本でもアメリカでも成されている。しかし，現実には電気自動車はこれまでに  

世界中で研究・開発が進められたにもかかわらず，その普及はごくわずかである。その理由とし  
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てほ以下の3点が挙げられる。  

1）レンジ，最高速度，加速度のいわゆる動力性能が，現在の一般的な革の使い方から見て著  

しく劣っている。   

2）価格が著しく高い。維持費も場合によっては商い。  

3）充電設備や保守設備などの社会的な受け入れ体制が整備されていない。  

表3．4 アメリカにおける電気自動車の生産台数と普及台数の予測  

予測設  
定時期   1979   1980   1984   

予測設  
定機関  DOE   GM  SRI  ANL   PU  Eaton   ANL  EPRI   

目標年次  

1979  600  

1983  

1985  1万 1．6－7万 1Z万  7000   

2050万20－30万  

2000  （3002400万）（700万）  

2020  （3000万一1億）   

注カツコなしは年間生産台数、カツコつきlま普及台数  

DOE：DepertmentofEnergy GM：GeneralMotors SRl：StanfordResearchJnstitute  

ANL：ArgonneNationalLabolatory PU：PadueUniversity   

これらの問題点を解決するために，これまでの研究・開発や，普及のための施策を施すに当  

たって，どのような試みが成されてきたのであろうか。まず，日本の例について眺めよう。   

日本の電気自動車の研究・開発に当たって，世界的に見て注目されるべきは大プロによる電気  

自動車開発であることは既述の通りである。この大プロを始めるに当たって，計画を立案した  

人々がどのような見通しや目標をもっていたかを知るた捌こ参考になるのほ，昭和44年6月に  

提出された「電気自動車総合調査報告書」という表題の600ページにわたる報告書である21）。こ  

の報告書ほ，向妨隆委月長（当時東京大学教授）の下での電気自動車総合調査委貞会による調査  

活動の結果をまとめたものである。内容は自動車の利用，電気自動車技術，交通システム，エネ  

ルギー資源，電気自動車の海外調査の5部門について120名に上る委員により詳しい調査が行わ  

れた結果をまとめたものである。   

この報告によると，利用調査については電気自動車は動力性能が劣るということを前提とし  

て．利用可能な分野の洗い出しを行い，電気自動車に代替可能な業務を拾い上げている。それら  

には計11業務が含まれているが，例をあげると牛乳配達用を含む各種配達用，電話工事などの  

小規模な工事用などである。これらの業務が選ばれた条件は1日の走行距離50～60km，最高  

速度50km／hで，夜間充電可能なことである。  
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電気自動車技術については，電池について深く言及していることは当然である。さらに，車体  

の軽量化，空気抵抗の低減，タイヤの転がり摩擦の低減など走行における電力の損失を極力抑え  

る技術の開発が重要であることが強調されていることほ注目に値する。また，新しい方式の電動  

機や，コントローラーの開発も必要であることも報告されている点も重要である。   

交通システムの部門では，電気自動草を新しい交通システムの一環として積極的に取り入れて  

いくことが提案されている。   

このような報告を受けて始められた大ブロは昭和46年から48年までを第一期，それ以後51  

年までを第二期として進められた。第一期にほ第一次実験車と呼ばれる5種類の試作車が作られ  

た。製作された車種はトラックタイプと乗用車タイプの二種類について，軽自動車クラスと大衆  

車クラスの計4種類と路線用の電気パスである。この第一期の開発目標はこれまでのエソジソ 自  

動車にどれだけ性能が近づけられるかということであった。そのために，車体設計に幾っかの工  

夫が成されたものがある。例えば，ボディをプラスチック化することにより軽量化を図る試み，  

製造工程を高精度化することによる電動機の軽量化の試み，電動級を左右の駆動輪にそれぞれ1  

個ずつ接続し，差動装置の替わりをさせることにより損失の低減を目指したホイルモータシステ  

ムの採用等である。しかし，電気自動車総合調査報告書で強調された空気抵抗や転がり摩擦抵抗  

の低減などに積塩的に取り組んだという形跡ほ見当たらない。   

第一期の開発の結果，電気自動車の開発においては特にレソジの向上が望まれ，それには高い  

エネルギー密庶の電池の実用化が不可欠であるとの結論に逢した。そのため，第二期の開発にお  

いては電池の開発にほとんどの努力が割かれたと言って良い。その結果それまでの鉛電池に替  

わって，空気一鉄，鉄一ニッケル，亜鉛、空気 改良亜鉛などの各電池の開発が急がれ 相次い  

で試作車に搭載された。こうして，表3．1に示されているようにレンジについては輝かしい性能  

を得ることができた。しかし，最もエネルギー密度の高いZn一空気電池は実用上問題が多いため  

に，その後の開発においてはその日標からも外されていることほ3．3で述べたとおりである。   

大プロの終了後，EV協会を中心として，普及のための活動が始まる。その方針は電気自動車  

総合報告書の利用調査の結果と方向が同一で，電気自動車に代替可能な業務に普及を進めるとい  

うことであった。そのため，大プロで追及された電気自動車の高性能化は必ずしも大きな目標で  

はなくなり，価格や製造の容易さといった点に重点が移されることになった。したがって製造さ  

れる革も，これまでのエソ∵タン自動車をペースとした改造車がすべてとなった14）。また，大プロ  

での成果としてほ改良された鉛電池や，コントローラー用の電子回路などほこれらの改造車で再  

び採用されたものもあるが，新型の電池，軽量化された電動機の技術，ホイルモータ技術など  

は，技術が未熟ということで切り捨てられたものもかなりある。   

こうして始まった普及活動であるが，初期にはもの珍しさも加わって電気自動車の使用を試み  

た個人や企業も多かった。しかし，次第にその熟も薄れ，買い替えの時期には再びガソリン自動  

車に乗り替えるケースが多いと聞く。その最大の理由はコスト・／くフォーマンスということに尽  
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きると思われる。確かに特定の業務や目的には現在の電気自動車の性能で置き香えることが可能  

である。しかし，それは現在のエソジン自動車の性能でも十分に目的が果たせる。しかも価格や  

社会的受け入れ体制はガソリン自動車に圧倒的に分がある。これに対して，普及に携ってきた  

人々は，ユーザのボランティ7精神に多くを期待していたように思える。すなわち，公害問題や  

エネルギ→問題の解決に電気自動車は役にたつという電気自動車にとっての良いイメージのみが  

強調され，その利点のみでユーザに訴えようとしたように思われる。しかし，それのみではユー  

ザは電気自動車を使用してくれないことが，約10年にわたる普及活動の結果，次第に明確に  

なってきたように思われる。   

同様のことは世界的な傾向としても言えるのではなかろうか。アメリカにおいてもヨーーーコッパ  

においても，電気自動車の普及は電気自動車でも間に合う分野から始めるべきだという考えが主  

流である。そのため，アメリカでは1回の走行距離の少ないセカンドカーやサードカーをター  

ゲットとしているし，ヨーロッパではバスやトラックを主体としている。しかし，これらの国々  

においても，このような方針が走者しないであろうということは，園3．6に示したように，生産  

台数がこのところ下がり気味だという事実から容易に想像できる。   

このように，ユーザのボランティ7精神に期待するのは望み薄であるというのは普及に携る  

人々の問でも定着しつつあるように思われる。そして，その打開策として国や公共団体に援助を  

求めるべきだという声も強くなってきている。例えば電気自動車しか入れない地域を設定すると  

か，税金の優遇措置を施すなどの方法が提案されている。だが，これらの方法を採用するほどの  

■社会的要請が現在のところ，それ程高くないと言うのも事実である。   

再び電気自動車総合調査報告書に戻って，何故電気自動車の普及が今日まで困難であったかを  

まとめてみると，  

1）電池開発が電気自動車の技術開発に不可欠であると言われ，大プロでほこれに最重点が置  

かれたが，飛躍的に高性能の電池の実用化までに至らなかったこと。   

2）電池以外の事体構造などの電気自動車に関連した技術についても技術開発の必要性が叫は  

れたが，それを積極的に推し進める試みほ少なかったこと。特に普及を進めるに当たっては改造  

車という枠内で，よりよい電気自動車を作るための努力が払われてきたため，その性能向上には  

限界があること。   

3）普及の重点が，電気自動革でも使える分野で行うべきという方針に置かれたが，それが多  

くのユーザの共感を呼ぶには至らなかったこと，の3点が挙げられる。   

以上3点のうち，いずれか，あるいは，すべてが解決されなければ，電気自動車の普及は困難  

であると考えられる。  

3．6 まとめ  

ここでは，電気自動車に関する世界的な情勢を眺めてきた。電気自動車の開発・研究ほ公害問  

一38－   



題やエネルギー問題の鍍在化に伴い活発化したが，現在は大幅な性能向上が達成されないまま  

に，沈静化の方向にある。電気自動車の性能向上には，高性能電池の開発が不可欠だと言われて  

いるが，現状でほ，総合的な性能において鉛電池に勝るものはない。   

電気自動車の性能向上が思わしくないことと，価格も現在のガソリン自動車に比較してかなり  

高価であることが手伝って，普及も遅々として進んでいない。普及を進めるために，法的な施策  

や規制を設けるべきだとの意見もあるが，現状では望み薄である。   

電気自動車の現状を客観的に観察すれば，以上のように，悲現的な結論しか導くことができな  

い。しかし，第2章で述べたように，自動車公害に抜本的な解決策を与えるためには，電気自動  

車の導入が極めて重要であることも明らかである。  
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4 電気自動車の性能向上の可能性   

前章までの議論から，自動車公害の抜本的な解決には電気自動車の大量普及が必要であるが，  

隆能や価格の現状から，それは困難であることが明らかとなった。そして，電気自動車の性能向  

上には電池の性能向上が不可欠であるというのが一般的な見解であるにもかかわらず，総合性能  

において鉛電池に隣るものが開発されるのほ当面望み薄と考えるのが妥当である。ところで，こ  

の10年間程を振り返えると，電気自動畢の性能向上に役立つ技術が幾つか開発されつつある。  

これらの技術の最新のものを採用し，新しい電気自動車を設計すれほ，電気自動車の性能はどこ  

まで向上させられるであろうか。このような観点から，ここでは電気自動車の性能向上性を．技  

術的な見地から解析する。   

4．1性能向上のための基本的考え方   

前章の議論から電気自動車を大量普及させるには，ユーザ側の立場に立つと，電気自動車は，  

ガソリソ自動車と比べてあらゆる面を総合して実用的に見て遜色がないというのが必要条件であ  

る。しかも，いくつかの面では，ガソリン自動車に比較して大きな利点がなければならない。こ  

こで，車に要求される条件をリストアップし，各卸こついて現在の電気自動車とェソジ／自動車  

を比較したのが蓑4．1である。同表によると，動力性能が劣り，購入費用がかさむことが問題で  

ある。しかし，購入費用については大量生産がなされているか香かにその原因があり，本質的な  

違いではない。したがって，電気自動車は動力性能のみ実用的なレベルに向上させることが当面  

の目標となる。   

では，現代の電気自動車は動力性能面でどれだけ劣っているのかを見るた妊津こ，1台の車に積  

載可能で，有効に使用することが可能なエネルギーの量を電気自動車とガソリン自動車について  

比較したのが表4．2である。同素では，ガソリソ自動車に関しては大衆車クラスを仮定してい  

る。同義によると，有効エネルギーに関しては電気自動車はエンジン自動車の約1／4しか積めな  

いということになる。この1／4をほぼ1に近づけることが電気自動車の動力性能向上の目標とな  

る。この問題を解決するための最も手っ取り早い方法ほエネルギー密度の4倍大きな電池を使用  

することである。しかし，将来，その可能性はあるものの，現在の技術で使用できるのは，鉛電  

池のみである。そこで，新しい技術を駆使して，電気自動車の走行に要するエネルギーを極力減  

らす考え方が浮上してくる。すなわち，電気自動車に省エネ化を図るということである。以下，  

このような考え方を採用する電気自動車を“省エネモデル”と呼ぶことにする。この考え方は，  

電気自動車総合調査報告書の中でも強く主張されていた。しかし，大プロの開発期間の間ではそ  
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表4．1ェソジン自動車と比較した，現状での電気自動車の特性  

項  目  特  性  

動力性能   
レンジ（一充電走行距離）   

最高速度   
加速度（0－400m加速）  

費  用   
購入費用   
維持費  

公害関連   
排ガス   
騒音  

エネルギー関連   
総合効率   
代替性  

その他   
安全性   
居住性   
運転の容易さ   
保守性  

著しく劣る（約1／4）  

少し劣る  
かなり劣る  

かなり高い（約3倍）  

ほほ同等  

なし  
著しく少ない（約1／10）  

良好（約1，5倍）  

可能（石炭，原子力，水力等）  

良好（衝突時火災なL）  

良好（振動，騒音少なし）  

容易（エンストなし）  

良好（構造簡単）  

蓑4．21台の車に積載できる有効使用可能なエネルギー  

電気 自 動車   

単位当たりエネルギー  11，000Wh／l（ガソリソ） 48Wh／kg（鉛電池）   

1台当たりェネルギ【   440．000Wh（401）  19，000Wh（400kg）   

有効エネルギー   57，000Wh  15．000Wh   ガソリソ自動車  
比  3．8倍  

れが実用化に至らなかったわけである。ところが大プロ終了後今日までの約10年間の間に，急  

速にそれらに閑適する諸技術が向上し，実用化されつつある。したがって，それらを再び集摂し  

て新しい電気自動車を作れは，その性能が著しく向上させられるのではないかということであ  

る。このことは次のようにも解釈可能であろう。電気自動車総合調査報告書がまとめられた時  
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代，あるいはこの報告書に基づいて大プロが始められた時代は，いわば社会的な要請が先行した  

状態での技術開発だった。そのため，「電気自動車を支える技術が未成熟であった。それが，この  

10年程の間に発展が進んできた」ということである。なお，3．2節で定義したオリジナルモデ  

／レ及び改造モデルのうち，これまで作られた電気自動車ほ改造モデルがほとんどだった。したがっ  

て，本章での検討で，従来型の電気自動車を比較の対象とするには，改造モデルで代表させる。   

以下に，具体的な省エネの技術と，それらを用いて得られる省エネ型電気自動車の性能につい  

て述べる。   

4．2 電気自動車におけるエネルギー消費過程と省エネの可能性   

電気自動車とエンジン自動車がそれぞれ 加速，減速を繰り返しながら走行する場合の，発動  

機を除く主なエネルギー損失の過程を囲4．1の上半分の模式的に示す。すなわち，両者に共通の  

項目として，空気抵抗，タイヤの転がり摩擦抵抗，ブレーキによる損失，発動機からタイヤにエ  

ネルギーな伝達する過程での損失がある。また電気自動車特有の項目としては，電池内部での損  

失，エ／ジン自動車ではアイドリング損失があり，両者とも大きく分けて，五つの項目でエネル  

ギーが消費されている。ちなみに，因4．1の下半分を削、て省エネの効果を結論的に述べると，  

ェソジソ自動車では現在の省エネ技術で，転がり摩擦抵抗と空気抵抗を大幅に減らすことができ  

るが，他の項目について現時点で著しく効果をもたらす技術は存在しない。だが，電気自動車で  

ほ，電気自動車特有の省エネ技術も加味することにより，それぞれにかなり効果が得られる。し  

かもその結果，相乗効果が働き，さらに使用エネルギーが小さくできる。  

∩
／
 
 沖

 
封
 
 

自
 
 

気
 
筒
 
 

図4．1電気自動車とエンジン自動車の主なエネルギー損失の項目と  
省エネルギー化の効果  

ー43－   



電気自動車の走行時のエネルギーの損失を，より具体的な形で表現したのが図4．2である。電  

池に蓄えられた電力エネルギーは，電池内部で，損失を受け，速度制御のためのコントローラー  

に伝わり，電動験を回転させる。電動機で発生した機械エネルギーは，伝達機構を通して車輪を  

回転させるのに使われる。車輪の回転エネルギーは，定常走行時にはタイヤの転がり摩擦抵抗と  

空気抵抗で消費される。また加速時には運動エネルギーにも変換される。そして，この運動エネ  

ルギーの一部が，減速時にブレーキで消費される。  

虚  
空気抵抗  

攣囲 神童 
イ晰  

電池  制御装置  電動機   伝達機構  

上こ二三壬  

運動＿tネルギ一  

因4．2 電気自動車の走行時のエネルギーの流れ   

以下，エネルギー損失の各項目の各項目について換討を加えると同時に，損失の低減法につい  

ても考察する。   

4．2．1電池の内部損失   

電池ほ単位時間当たりに取り出すエネルギーすなわち放電率が増加するに従い，内部抵抗その  

他による損失が増加する。放電率と損失の関係は，電池の種類や製造方法により異なるが，大プ  

ロで開発された鉛電池について矢田らが行った測定の結果では，次の式が得られている1）。  

Ebe＝Eb（一0．534logCr＋0．598）（Cr＞0．2C）   

＝Eb  （Cr≦0．2C）  （4．1）   

ここで，Crは4モード走行時の平均の放電率，Ebは放電率0．2Cにおける単位重量当たりに  

蓄審できる電力エネルギー（エネルギー密度），gb。は有効に使用できるエネルギーである。こ  

れまでの電気自動車ではCrの値が0．5C程度であったので，Ebeの値はEbの75％程度で，約  

25％の電力エネルギーが電池内部で消費されていたことになる。Ebeを増やすにはCγをできる  

だけ小さくすれはよいが，それは，省エネを施すことにより可能となる。  
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4．2．2 タイヤの転がり摩擦抵抗  

車の転がり摩擦塩抗ほFrは，  

凡＝〟〟‘  （4．2）  

で表される2〉。ここで〃は転がり摩擦係数，〟‘は総重量である。／‘と肌の双方を小さくするこ  

とにより凡を小さくすることが可能となる。   

タイヤの〟を小さくするために，これまで，種々の方法がとられてきた3）。約10年程前まで  

は，タイヤの主流はバイアスタイヤであった。ヨーロッパにおいでラジアルタイヤが発明される  

と，それが世界中に広がり，現在でほ乗用車用タイヤのほとんどはラジアルタイヤに置き替わっ  

ている。また，トラック・バス用でもラジアルタイヤに置き替わりつつあり，二輪専用タイヤで  

も間もなく市場に姿を見せ始める。ラジアルタイヤとバイアスタイヤの機能上の違いはラジアル  

は固く，変化しにくいということである。そのために，乗り心地は多少劣るものの，高速安定性  

や制動能力に優れ かつ〃が著しく小さいということが特徴である。したがって，タイヤをラ  

ジアル化することが，〃を小さくする一つの有効な手段である。   

また，タイヤのゴムの性質を変えることも重要である㌔ この場合，例えば，スチレンーブタ  

ジェソポリマー等を大量に使用すると，〃の低下には効果的である。しかし，このような方法で  

の〃の低下はすべり摩擦係数の低下にもつながり，安定性の面で問題がある。この問題を解決  

する方法として，転がり摩擦とすべり摩擦に関与するタイヤの振動数が，それぞれ500Hz以  

下，及び，それ以上にピークがあることが分かってきたが，この周波数特性を考慮することによ  

り，転がり摩擦が小さくすべり摩擦の大きいゴムが得られるようになってきている。   

その他，〟の値に影響を与える要因には，タイヤの直径，幅，空気圧がある。直径は大きい  

程，幅は広い程，空気圧は高い程，〃は小さくなる㌔乗用車タイヤにおける空気圧と〃の関係  

を図4．3に示す。これは，ヨコノ、マゴムにおいて，5本のラジアルタイヤについて，測定された  

ものであるが6），同図によると，標準の空気圧が1．7kg／cm2の際に，空気圧Phを変化させる  

と，ほぼ，次式の関係があることが見いだされている。  

（4．3）   〃p＝〃よ1，027f，A‾1・375＋0．528）  

ここで〝♪，拘はそれぞれ空気圧」㌔及び標準の空気圧凡における転がり摩擦係数である。現  

在，一般の／くイアスタイヤでは，〃の僧は表4．3に示すように0．025程度，低転がり摩擦化を  

図った一敗市販のラジアルタイヤでは0．01程直である5）。オートメカニクス誌の記事によると，  

同誌のテストにおいては，市販の省エネルギー型ラジアルタイヤでは最小値が〝＝0．007のデー  

タが得られている7）。また，マツダが同社の省エネルギー型ガソリン自動車のために試作したタ  

イヤでほ，テストデータとして〃＝0．005の値が得られている8）。   

電気自動車用タイヤとして，サイズや空気圧等に多少の考慮を処せば，〃＝0．007の値のタイ  
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ヤを得るのはさして困難ではなく，マツダで試作したタイヤの例から見て0．005の実現の可能性  

もある。  

1   2  3  4  5  

タ イ17 の 空 気 圧  （気庁）  

図4．3 乗用車用タイヤの空気圧と転がり摩擦係数の関係  

表4・3 各種乗用車用タイヤの転がり摩擦係数  

タイヤの撞煩   〃   

バイアス   0．015   

ラジアル   0．01  

省エネラジアル   

0．007    （1982年）   

（1984年）  0，005  

4．2．3 総重量   

総重量を減らすことは式（4・2）に示すようにタイヤの転がり摩擦抵抗を減らすことに効果があ  

る他，運動エネルギーの低下，ひいてはブレーキ損失を減じる効果もある。さらに加速時の電動  

機の効率を向上させる上でも有効である。   

総重量ほシート，窓などエンジン自動車と共通の部分，モーター・コ：／トロ－－ラー，電池，ボ  

ディ・フレーム，及び乗車定点（荷重）の和である。これらのうち，共通部分については，エソ  
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ウニアリソダブラスチック等の新素材を使用することにより軽量化が可能となる。また，ボ  

ディ・フレームについても，アルミ，ニウム，高張力鋼，カーボンFRPなどの新しい材料により  

軽量化が可能となる。   

これらの軽量化の技術を用いると，電気自動車の重量はどの程度にまで低減できるものである  

かを，㈱東京アールアソドデーに委託して計算を行った。以下，その結果の概略を記す。   

大衆車クラスのガソリン自動車において，電気自動車との共通部分の典型的な重量を表4．4に  

示すが∴その重量は322kgである。また，ガソリンエンジン車に特有な部分の重量を衰4・5に  

示す。なお，ここで取り上げたクラスのエンジン自動車のボディ・フレームの重量は約180kg  

である。乗車定点を4名とすると，表4・4，4．5より，総量劉ま9朗kgである。  

衰4．4 大衆車クラスのガソリン自動車の電気自動車との  
共通部分の典型的な重量  

主な材質  重量（kg）  部 位 名  

38  ウインドウ  
イソテリア  
トリム  
ン／－ト   

ダッシュパネル  

スイッチ   
ワイパー  
ラソプ   
FR7クスル   

ブレーキ  
サスペソシ′ヨソ   

RRアクスル  

ブレーキ  
サスペン／ご／ヨ「／  

ペダル，マスタシリンダー  

ステアリング  
FRバンパー  

RRバンパー  

カ’ラス  

ABS等  

スチー′レフレーム  
4
 
5
 
2
 
2
 
d
－
亡
U
 
ハ
U
 
O
 
2
 
∩
〉
 
0
 
2
 
5
 
2
 
〈
U
 
O
 
 

1
 
1
 
1
 
 

3
 
1
 
2
 
3
 
1
 
2
 
 

A
－
5
 
1
 
 

スチール7一ム  

ガラスレンズ   
スチー／レ  

鋳鉄  
スチール   
スチー′レ  

鋳鉄  
スチール   
スチール   
スチール  
ポリプロヒ∵／ソ  

ポリプロビレン  

小  計  
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表4．5 大衆革クラスのガソリンエンジン自動車に特有な部分の重量  

部  品  名  g
 
 

k
 
 

畳
 
 

重
 
 

ドライブシャフト  
コーンジンパーツ   

EXHマフラー  

クーリソダ  
フユーー．コニルタソク  

フユーエルパイプ   
クラッチコント ロール   
ミ ッシ／∃「／コント ロー／レ  

ェソジン（トランスミッショ：／含む）  

バッテリー  

ガソリン（50J）  

クーラソト（3J）  

オイル（3～）  

R
U
 
史
U
 
5
 
5
 
2
 
2
 
1
 
▲
4
 
5
 
ハ
U
 
＜
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小  計  

一九 軽量化を図った電気自動車では共通部分の重量は蓑4．6に示す通りである。ここでは，  

窓にポリカーポネートを使い，アクス′レ，ワイパー，ステアソグ，シート等において，鉄が使わ  

れている部分は，すべて，アルミニウムに置き換えている。また，イソテリ7部分のプラスチッ  

クには，高強度のエンジニアリソダブラスチックを用い，ブレーキにはカーボンコンポジットを  

用いてある。同表よりこれらの新素材を使うことにより，125kgの軽量化が可能となる。   

次にボディ・フレームについてはこれまでは冷間圧延鋼板が主な材料として使われていた。こ  

の材料を用いた場合と全く同じ形状のボディ・フレームで，しかも，材料のみを高張力銅板，高  

張力アルミ板，ノ、ニカム構造のカーボンFRPを取り替えるものとした場合，安全性を犠牲にせ  

ずにどれだけ軽量化できるかを求めた。表4．7にはそれぞれの材質の毯械的性質が示されてい  

る。ボディ・フレームの設計においては，剛性と強度がそれぞれ十分であることが要求される。  

冷間圧延鋼板に比べ，剛性はほぼ同じで，強度ほより強いという条件を設定し，しかも，一般的  

に用いられる材料の厚さを基準とした場合の，それぞれの材料に必要な厚さは表4．8に示すごと  

くとなる。この場合の強度を示す目安である余裕係数，剛性の目安となる剛性比較係数及びボ  

ディ・フレームの重量も表4．8に示す。同蓑より，高張力鋼板を使用する場合で，24kg軽量化  

でき，高張力7ルミ板及びノ、こカム構造のカーボンFRPではそれぞれ53kgと109kg軽量化  

できる。  
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蓑4．6 軽量化を図った電気自動車のガソリンコ∵／ジン自動車との共通部分の重量  

部  位  名  主 な 材 質  重 量（kg）  

18  ポリカ  ウインドウ  

インテリア  
トリム  
シート  
ダッシュパネル   

スイッチ  

ワイパー  

ランプ  

FRアクスル   

ブレーキ   

改質エソビ  
7／レミ フレーム  

2
 
亡
U
 
6
 
2
 
 

2
 
 
3
 
 

アルミ アーム  

プラスチックレンズ  

アルミ  23  

カ】ボンコンポジット  5  

12  

アルミ  23  

カーボンコソボジット  5   

RR7クスル   

ブレーキ  
サスベンシ／ヨソ  7／レミ  

ペダル，マスタシ1巨／ダ∴  アルミ  

ステアリンク  ア／レミ  

FRバンパー  ポリプロビレン  

RRバンパー  ポリプロビレソ  

小  計   

さらに，任意の電池重量を桝。，任意の電動機及びコントローラーの重量を椚mとする時の電  

気自動車の総重量〝hを求める。ここで，仮定として，ボディ・フレーム重畳桝′は総重量に比  

例するものとする。すなわち，  

（4．4）  ∽ノ＝」町／桝‘   

とする。  

冷間圧延鋼板を使った場合，刀射が988kgの時，椚′が180kgであるから，垢は0・182である0  
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蓑4．7 ボディ・フレ′ム用新素材の媛械的性質  

引張強さkg／mm 弾性率kg／mm 比 重  比強度  比弾性率  

冷板   2S  19600  7．86  1  1  

高張力鋼板  
（APFC45）  19600  7．86  1、68  1  

高張力アルミ板   
（7NOl）  

7300  2，78  3．73  1．05  

カーボンFRP  

（CFRP）  
5000  1．55  10．7  1．29  

アラミド繊維  
（ケブラー45）  2080  1．32  4．26  0，63  

蓑4．8 各新素材を用いた場合のボディ・フレーム重畳の比較  

材  質  板厚（mm） 余裕係数  剛性比較係数 ボディフレーム重量（kg）   

冷間圧延鋼板  
（SPCC）   

0，75  4．1  14700  180   

0・65   5・9  12740  156   

高ミ板  1・5  10・3  10950  127   

カRP  
3   16・4  15000  71・0   

また，他の材料を使った場合の値は表4．9に示す。〝～‘は共通部分の重量椚。，荷重弼‘及び  

机′，椚椚，桝わの和であり，m′は，  

椚′＝キ「（桝′＋仇＋椚爪＋mb＋刑‘）   

で求められる。あるいは式（4．5）を変形して，  

桝′＝（鶴／1一正′）（仇＋桝爪＋〝わ＋椚‘）  

（4．5）  

（4．6）  

となる。   

式（4．6）ではボディ・フレーム重量が総重量に比例するものとした。電気自動車では，重量の  

かなりを占める電池を設置する場所は比較的自由であり，ボディ・フレームに重量的な負担を少  

なくするような配置が可能である。したがって，エソジソ自動車に比べて，より軽量なボディ・  

フレームでも安全性の点で問題がない。だが，この章の後半で行う計算では余裕を見て式（4．6）  
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蓑4．9 各新素材を用いたボディ・フレームに対する凡′の値  

ボディー・フレーム材料  打′  

冷間圧延銅板  0．182  

高張力鋼板  0・158  

高張力アルミ板  0・129  

カーボンFRP  O．072  

に基づく重量のボディ・フレームを使用するものとする。   

以上の重量の計算をまとめ，しかも，ボディの材質をアルミニウムとした場合の，積載する電  

池重量に対する，ボディ・フレーム重量と，総重量の値を蓑4．10に示す。なお，ここでは，  

モーターの重量を60kg，コントロ．ラーの重量を40kgとし，定員は4名，その重量は220kg  

としてある。同蓑より，軽量化を図った電気自動車では，電池重量が400kgとしても，従来の  

ガソリン自動車と比較して，総重量の違いが72kg，割合いにして，わずか6，8％である。  

表4．10 軽量化された電気自動車の電池重量に対する  
ボディ・フレームの重量と総重量  

電池重量  ボディ・フレーム重量  
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4．2．4 空気抵抗  

空気抵抗ノ㌔の大きさは次式で与えられる2・9）。  

fゝ＝SCdぴ2／16  （4．7）   

ここで，Sは前面投影面積，C。は空気抵抗係数，〃は秒速である。このうち，技術の向上によ  

り小さくできるのはC。の値である。数年前までは，乗用車のC。の値は0．4→0．5程度の億で  

あった。辛の省エネ化が叫はれるようになり，C。の値は最近急速に下ってきている。現屯市  

販の乗用車で最低の値を持つものはアウディ一社から発売されており′ C。の値が0．28である。  

また，1985年の東京モーターショーに発表されたプロトタイプ乗用車ではフォード社が出品し  

たブロープⅤが0．138という値を記録している。蓑4．11に各種エソジソ自動車のCdの値をま  
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衰4．11各種エソジソ自動車のCdの値  

従来の乗用車  0．4－0．5  

最近の乗用車  0．28  

プロトタイプの乗用車  0．15  

従来のトラック  0．8－1．0  

プロトタイプのトラック  0．32  

とめて示す。   

電気自動車では，エソク／自動車では必須だったェ／ジ／冷却のための空気取り入れロが必要  

でないこと，ドライブ形式や電池の配置によってほ，ボンネット内部がほとんど空き，この部分  

のデザインが自由になること，床下の構造が単純化することなどのため，本質的にCdが下げら  

れる要素がある。したがって，C。＝0．28の市販車に多少の手を加えるのみでCd＝0、2を得るの  

は困難ではない。   

4．2、5 電動機   

電動続は通常，磁場を発生させるための磁極と，この磁場の中で電流を流し，磁極との間にト  

ルクを発生させるための電機子とから成っている。これらの磁極と電機子のうち，どちらかが回  

転し，一方が固定された状掛こ保たれるが，それぞれ回転子及び固定子と呼ばれる。また，電動  

陸を回転させるためには，電隆子の回転に従って，電機子に流す電流の方向を変えるための，ブ  

ラシあるいは，交流電流発生装置を必要とする。   

電動動こは数多くの種類があり，その分類法も数多い。電動機に印加される電流が直流か交流  

かによる分類が一つある。磁極の方式としては永久磁石，巻線及びリラクタソス（磁気抵抗）10）の  

各方式がある。さらに永久磁石あるいはリラクタンス型の交流電動機では，回転子の回転速度を  

交流の周波数に同期させる方式や，回転子の位置を検出機で検出しながら，電流の流れる方向を  

変化させる方式があり，それぞれ同期式，及びブラシレスDC方式と呼ばれている11）。また。同  

心円状に形成される回転子と固定子の関係において，回転子が，固定子に対して，それぞれ内側  

及び外側に形成されているものを，インナーローター及びアウターローター方式と呼ぷ。   

これらの分類のうち，交流方式と直流方式を比較すると，直流方式にはブラシが不可欠であ  

り，そのため電動機の構造が複雑になり，メンテナンスの必要があり，かつブラシでの損失が存  

在するなどの問題点がある。一九交流方式では，回転に応じた交流電流発生装置が必要とな  

り，そのための電子回路が必要となるという問題点がある。しかし，この後者の問額は最近のパ  

ワーエレクトロニクスの発展により，次第に低下している。  
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磁極の方式を比較する。従来のフェライト磁石と，巻線方式を比較すると，出力が数100W  

程度以上の場合には，巻線方式が軽量化できる。しかし，約10年前に発明され，最近は低価格  

化が進んでいる希土類磁石を用いると12），数十kWまでは，磁石方式の方が小型化できる。最  

近，注目されだしたのが，リラクタソス方式である10〉。この方式では，約100Wを越えると巻  

線式よりも軽量化できると言われており，材料にも高価なものを利用する必要がないという大き  

な利点がある。したがって，数kWの出力を必要とする，電動車両用の電動扱の磁極の方式と  

しては希土類磁石方式か，リラクタソス方式かのいずれかの選択になる。   

交流方式における同期式と，ブラシレスDC方式の比較では，同期式はコソトローラーの構造  

が簡単になるという利点があるが，ブラシレスDC方式では効率が高いという利点がある。   

同期式における効率の改善のため，ベクトル制御等の新しい制御方法が考案されているが，こ  

の方式では，ブラシレスDC方式に比べて，はるかに制御が複雑となる。これより電気自動車と  

いう目的に限れは，交流方式においては，ブラシレスDC方式を採用することに利がある。   

以上をまとめてみると，電気自動車用電動機としては，希土類永久磁石，あるいはリラクタン  

ス方式のブラシレスDC方式が最良と言える。   

以下，DC方式電動綴の理論的取扱いに触れる。   

直流機の電圧とトルクの計算方式は以下で表される。まず，端子電圧と誘導起電圧の関係  

ほ1さ），  

（4．8）  E＝Ⅴん斤＋eb   

で表される。ここで，Eは実効誘導起電九 Ⅴは端子電圧（単位：Ⅴ），んは電機子電流  

（A），斤は電牧子回路全抵抗（n），eむほブラシにおける電圧降下である。   

電動機の形式をプラソレスDC方式とすると，式（4．8）におけるeムは消去され，  

（4．9）  E＝Ⅴん斤  

となる。また，Eと回転数の関係は次式で与えられる。  

E＝（¢－¢8）”   （4．10）   

ここで，♪は塩対数，gは電機子導体数，〟は電機子回路数，¢はブラシが中性点にあり，電  

機子電流が0の時の1極当たりの磁束（単位：Wb），¢。は電機子反作用と整流曲線の直線整流  

からのずれによる1極当たりの減磁磁束，乃は回転数（γ．カ．∫．）である。   

さらに，トルクと電流の関係は，  

r＝（¢一刷  （4．11）   

である。  
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（4■10），（4・11）式より，トルクと回転数の関係を求めると，  

幽）  
r＝盈（リー （7   

ここで，石＝¢んとおいて，有効磁束と名付けることにする。  

式（4・12）より，トルクは回転数が0の時最大値となり，  

n8Ⅹ＝  

（4．12）  

（4．13）  

で与えられる。ただし，電動機に流すことができる電流の最大値ん8Xがコントローーラーあるい  

は電池により制限されるため，トルクと最大値は一般に式（4．13）より小さく，式（4．11）にん舶  

を代入して，  

n8Ⅹ＝砧Ⅹ  （4・14）  

で決定される。なお，式（4．13），（4．14）のトルクの単位はN・mである。また，回転数はトル  

クが0の時最大で，  

＝   
∧rm。X  （4．15）  

となる。  

次に，電動扱の出力は，ん8Ⅹで制限される領域では，式（4．14）に回転数と2方をかけ，  

Az¢e乃ん8Ⅹ  
†一l   （4．16）  

で与えられ，回転数に比例する。・制限からはずれる領域では式（4．12）に回転数と2打をかけて，  

P＝一上空ヱ（〝一志）2・憲  

となる。式（4．17）より，最大出力は，  

（4．17）  

（4．18）  

で与えられる。   

電気自動車用電動綴として最も重要な要素の一つほ効率であるが，効率符椚は，  

／’  

恥＝了F   

で表される。式（4．19）に式（4．9），（4．10），（4．11），（4．17）を代入して，  

1  

（4．19）  

（4．20）   
2刀■rC桁  

〃  
が得られる。ここでC明は電動機に特有の定数で，  

－ 54 一－  



Cm＝（）2月  （4．21）  

で定義される。式（4．20）より，Cmの値が小さい程，電動機の効率は向上する。それには，強  

力な磁石を使い，直の値を大きくすること，巻線数，極数を増やすこと，太い巻線を使い，抵  

抗を小さくすることなどが有効である。式（4．20）より明らかなように，符mは回転数と必要なト  

ルクとの関数でもある。通常の電動機では，過渡状態の効率が問題にならない場合が多いが，電  

気自動車ほ発進，停止を繰り返し，しかも，かなりの加速度の良さが要求される。すなわち，式  

（4．20）において，rが大きく，和が小さいという条件で，辛が発進することになるわけである  

から，Cmの値を小さくすることが，電気自動車用の電動機としては特に重要であるといえる。   

ブラシレスDC方式の電動機では通電の方式により，その特性に大きな違いが生じる。電動機  

の形状として，園4．4に示すように，磁界を形成する磁石が，電機子巻線の外側に配置され，か  

つ，この磁石がローターとして作動する，アウターローター式の3相電動機を仮定する。電機子  

の各線の端には例えばホール素子などの位置センサ←が取り付けてある。この位置セソサーは  

ローターの回転に基づいて磁石のN極とS極とを検知して，ON－OFFを繰り返す。図4．5A  

に，これらのセソサーの出力信号の形状を示す。セソサーが電機子巻線1相当たりに1個ずつ取  

り付けられるため，センサーの出力は都合3個となる。これらのセンサーの出力はローターの回  

転が90◆ごとにONあるいはOFFとなり，かつ，3個のセンサーの出力は互いに600ずつの遅れ  

をもっている。これらのセンサーの出力に対応して，巻線に電流を流すことにより電動機が回転  

する。この場合，各巻線に正方向のみの電流を流す場合を半汲通電，正，逝両方向の電流を流す  

場合を全波通電と呼ぷ。また，ローターが600回転するごとに通電を切り換える方式を600通電，  

900ごとに切り換える方式を900通電と呼ぶ。各通電方式における各巻線に対する通電のタイミソ  

グチャートを園4，5のB－Eを示す。D，Eの方式で電EEが±Ⅴと記されているのほ，それぞれ  

正方向及び逆方向に電流が流されることな示している。   

これらの通電方式の違いにより，電動機の実効的な巻線数と抵抗が変化する。半波600通電時  

図4．4 アウター→ローター式3相ブラシレスDC電動機の構成図  
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図4．5 3相ブラシレスDC電動機の各相のセソサー出力と各相への通電波形  

の巻線数と抵抗を基準とすると，他の三つの通電方式における巻線数と抵抗値は表4．12に示す  

通りとなる。これらの値の変化により，同一の印加電圧とした時のトルク及び回転数の最大値，  

さらに，式（4．21）の定数も衰4．12に示したように変化する。表4．12より，最大の回転数は半  

波608通電方式で実現されるが，Cmの値が最も小さく，効率が低い。また，全汲900通電方式で  

は，これと逆の特性となる。したがって，低速時においては全波900通電で走行し，速度が高く  

なるに従って全波60－，半波900，半波600の各通電方式に切り替えることにより，効率がよく，  

かつ速度のダイナミックレ／ジの広い走行が可鰭となる。  

蓑4．12 ブラシレスDC電動機への通電方式の違いによる特性の変化  

巻 線 数   
（z）  抵 抗 値  （斤）  

最大トルク  最高回転数  
（れn8X）  ∧㌦眼  

電動依定数  
し、q  通電法式  

半荘600  

半波900  

全波600  

金波900  
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蓑4．13に，サマリウムーコバルト希土類磁石を使用する場合の3相ブラシレスDC電動機の  

仕様の一例を示す。この電動楔のトルクー回転数特性を図4．6に示す。ここで，印加電圧は48  

Vとしてある。  

表4．13 サマリウムーコバ′レト希土類磁石を使用した3相ブラシレス  

DC電動機の仕様の一例  

パラメータ  仕  様  

形 式  アウターローター式  
相 数  3相  

磁極数  24極  

磁石の外経  200mm  

磁石の内経  1朗mm  

磁石の高さ  47mm  

表面磁束密度  6．7KG  

電操子巻線数  25巻  

巻線直径  1，9mm  

巻線抵抗  0．29n  

電動機定数  14．2  

8
 
）
 
 

S
 
 

P
 
 

6
 
「
 
 

Z   ム  

回転速度  

図4．6 サマリウムーコバルト希土類磁石の使用した3相ブラシレス  
DC電動機の特性園  
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4．2．6 伝達機構   

エンジン自動車では，トランスミッショこ／や差動装置などの伝達系は必須の構成要素である。  

従来の電気自動車でほ，これらの伝達系にはエンジン自動車のものがそのまま使われるケースが  

ほとんどであり図4．7（a）のような構成となっていた。伝達系はそれ自身が損失を生むと同時に  

回転部分相当重量を増やし，結果的にはブレーキ損失を増加させるという作用がある。例えば，  

4段変速の場合，ロー，セカソド，サード，トップの各変速段に対する回転部分相当量量はエン  

ジン自動車の場合，それぞれ総重量の70％，54％，20％及び10％程度であった。電動機の慣性  

モーメソトはエン㌧㍗／に比べて多少大きく，したがって，電気自動革の回転部分相当重量はェソ  

ジソ自動車のそれよりもいくぷん大きくなる。   

電気自動車では電動機の特性を巧みに利用すれば，車輪に電動機を直結したダイレクトドライ  

ブも可能である。すなわち，図4．7（b）に示すように2個の電動級を左右の車輪に直結するか，  

あるいは埋め込むかしたうえで，電池に対して，これらの電動機を直列につなく㌔ このような構  

成にすると車が施回する際に内側に荷重がかかり，内側の車輪の回転数が低下することにより，  

この電動機の起竜力が低下する。それに伴い外側の電動機に印加される電圧が上昇し，回転数が  

上昇する。このような働きはエンジン自動車における差動装置の働きと全く等しい。  

電動機  

トランスミッション  

タイヤ  

タイ17  

（b）   

図4．7 各種の伝達機構の構成  
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この方式ほ，前章で述べたように，ホイルモータの名で大プロの時に採用されたことがあっ  

た14）。しかし，当時ほ電動機の出力当たりの重量が3kg－5kg／kWとかなり重く，軽い重量で  

電気自動車を低速から高速まで効率よく動かすには電動機と車輪との間に自動変速機を入れる必  

要があった。このため機構が複雑になることはもちろんのこと，左右両輪の回転パラソスをとる  

ことも難しく，したがって実用的な技術として使用することができなかった。ところが，最近，  

希土類磁石の実用化に伴って電動機の出力当たりの重量が1kg／kW程度にまで下げられ，しか  

も，低速回転でのトルクを大きくとることが可能になった。この技術を使えはダイレクトドライ  

ブが実用的に使えるようになる。   

4．2．7 コントローラー   

電動機の速度あるいはトルクを制御するには電動機と電池の間にコントローラーを挿入する必  

要がある。電動機の型式が直流方式の場合には，電池から電動機に流す電流を高速度でスイッチ  

ングを行うことにより，制御が可能である。交流方式の場合には，直流磯におけるブラシの役割  

を果たすため，各相に通電するタイミソグも制御する必要がある。   

コントローラーは電動陵に流す電流あるいは電圧波形を形成するための演算回路と，この波形  

を電動機に伝えるためのパワースイッチ素子とから成っている。4．2．5で述べた3相ブラシレス  

DC方式を用いる場合のコントローラーの演算回路の一例を園4．8に示す。同図の回路では，900  

と600の通電の変換，全波と半洩の通電の変換，正・逆転の変換，アクセルの踏み込みに依存し  

て，電動機への平均の印加電圧を変えるための，キャリアパルス幅設定を行うことができる。  

9060度通電設定 正逆転設定 トルク指令設定  

図4・8 3相ブラシレスDC電動級のコントロ・－一ラーの演算回路の一例  
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コントローラーの性能ほパワ→スイッチング素子に大きく依存している。従来はパワー素子と  

して，サイリスク又は′くワートラソジスクが使われてきた。しかし，これらの素子ほ高速スイッ  

チングができないというのが一つの大きな欠点であった。このため，  

（1）スイッチングの過渡状態での損失が大きいこと，  

（2）スイッチングの周波数が可聴周波数以上にできないため，耳ざわりな雑音が発生するこ  

と，  

（3）電動操に供給する電力を一定値に近づけるため，パワースイッチング素子と電動機の間  

にリアクトルを押入して平滑化を図る必要のあることなどの問題があった。特に，（2）の問題  

は，これまでのコントローラーの最大の欠点とされていた。さらにもう一つの欠点として，ドラ  

イブ回路が複雑にならぎるを得ないということもあった。   

これらの問題点を解決するため，最近，新しいパワースイヅチソグ素子が開発され締めてい  

る。それらの特性を衰4．14に示す15・16）。同義において，パワーMOSFETは200V程度までの  

印加電圧において，スイッチング速度を決める遮断周波数や，効率に影響を与えるON抵抗に  

ついて良い特性を持っている。ただし，1個で大電流が流せる素子の開発はまだ進んでおらず，  

電気自動車に用いる場合にほ，素子を並列に使用する必要がある。200V以上1000V程度ま  

での間で使用可能な素子として，バイポーラーMOS－FETがある。これはMOSFETに比べ  

て，遮断周波数は低いが，それでも可聴周波数を越えているため，サイリスクや／くワートランジ  

スタのような問題点ほない。また，現在のところ，大電流が流せる素子が開発されていない点で  

はMOSLFETと同じである。1000V以上の印加電圧ではGTO（ゲートターンオソサイリスク）  

とSIT（静電誘導トランジスタ）が使用可能である。電動車両においては1000V以上の印加電  

圧で電動綴を使用することは感電などの安全性の面で問題があるため，電動車両用のパワース  

イッチング素子としては将来的にはパワーMOS．FETあるいはバイポーラーMOSrFETが主流  

になるものと考えられる。   

従来のサイリスタを用いたコントローラーの場合，効率は92→93％程度と言われているが，  

パワーMOS－FETを使用する場合，95％程度にまで向上させる見込みである。  

蓑4・14 パワースイッチング用半導体素子の特性比較  

ノ  M完T 訂 GTO  SIT  

耐電圧（Ⅴ）  

耐電流（A）  

遮断周波数（MHz）  

オソ抵抗（n）  

ー200  －1200  －4500  －1500  

→ 40  ～ 75  －2500  －100  

－100  － 0．6  － 0．1  － 7  

0．04  0．15  0．5  
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4．2．8 ブレーキ損失   

車の加速や登板時に得られた運動エネルギーや位置エネルギーは減速時に，ブレーキで消費さ  

れる。エソジン自動車ではこの損失を横棒的になくすことはできないが，電気自動車では電動故  

に回生装置を付けることにより，電気エネルギーとして回収できる17）。回収の効率符「は電動機  

の回生効率をり餌，電池への充電効率を恥とすると，  

（4．22）   りr＝ヴ椚●恥   

で与えられる。一般に侮の値は60％程風鈴電池の場合り。は90％程度である。  

4，3 電気自動車の性能計算の基本式   

エンジン自動革は，エソジンの性能，特に過渡的な性能を定量化することが難しいため，その  

兼行性能を定量化することは誤差を生みやすい。ところが電動綴の性能は，4．2．5で示した通り  

定量的に扱うことができる。このため，電気自動車の性能を比較的高い精度でシミュレートする  

ことは可能である。ここでは，電気自動車の性能で最も問題にされる一充電走行距離，エソジソ  

自動車に比較して劣っている項目である最高速度と加速鼠及び実用的な使用の際に重要である  

エネルギー消費率と経済性の各項目を計算するための基本式を導出する。   

4．3．1レンジ（一充電走行距離）   

レンジは定速走行，／くターン走行のそれぞれで定義される。日本ではバターン走行についてlま  

4モード，6モード，10モード，11モードあるいほ実走行モードなどの走行／くターンが使用され  

ているが，電気自動車の性能の評価には4モードが使用されることが多く，エンジン自動車では  

10モードが多い。図4．9に41∵－ド走行バターソを示す。  

10   20   30   ▲0   50   60    70   80  

時 間  （秒）  

図4．9 4モード走行バターン  
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レンジの計算は以下の手続きで行う。  

1）定速走行   

定速走行時の走行抵抗F伽は転がり摩擦抵抗Frと空気抵抗凡との和として，  

占～。＝ダr＋凡   

で表される。車が〃の秒速で走行しているものとすると，その時必要なパワーは，  

島＝j㌔。叩m。符丁  

（4．23）  

（4．24）  

ここでヴ椚。はモーターとコントローラーを含めた効率，符丁は伝達機構の効率である。   

電池に蓄えられている電力は，電池重力mbと電池のエネルギー密度Eムの横で次式で表され  

る。  

Eβ＝椚J㌔   

式（4，25）を式（4．24）で割ると走行可能な時間r。が求められる。  

n＝  

レンジエ。はT。に時速lんをかけることにより求められる。  

エ。＝711ん  

（4．25）  

（4．26）  

（4．27）   

2）パターン走行   

パターン走行時の走行抵抗は，定速走行時には式（4．23）と同一であり，加速時には加速抵抗  

j㌔が加わり，  

（4，28）  凡4＝ダr＋ノ㌔＋凡   

となり，さらにこの時に必要なパワーは，  

f㌔＝鎧4レクm。符丁   

で表される。なお，加速抵抗凡は，  

凡＝（∽′十∽r）αA  

である。ここでm′は総重量，恥は回転部分相当重量，（hほ加速度である。   

減速時には回生ブレーキを如、るとすると，走行抵抗は，  

F扇＝ダ「＋ダ。一fも  

（4．29）  

（4．30）  

（4．31）   
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となる。ここで仁㍍は回生ブレーキによる減速の抵抗であり，  

」㌔＝（肋＋椚「）伽   

である。ここで伽は減速虔を示す。ブレーキで回収できる／くワーは，  

P斤＝（凡l）Ⅴ野間。ヴrワ。  

（4．32）  

（4．33）  

である。ここでり。は電池の充電効率である。パターン走行1サイクル当たりに必要な走行エネ  

ルギーは電池の内部損失が無視できる場合には，  

Ec＝加dt＋上pcd卜上瑚t  （4・34）  

で記述できる。ここで，式（4．34）の積分範囲を示すA，C，Dはそれぞれ，加速時，定速時及  

び減速時を示す。   

E8をE。で割ることにより，一充電で走行できるパターンわ回数が求められる。  

〃♪＝  

さらに，これに1パターン当たりの走行距離んをかけてレンジが求められる。  

エ♪＝ん・〃ク  

（4．35）  

（4．36）   

電池の内部損失が無視できない場合には以下の手続きを加える必要がある。まず，式（4・33）  

から回生ブレーキに関係する項を取り去り，  

Ec〃β＝上祝t・上pcdt  （4■37）  

を計算する。式（4．35）のE。の替わりにE。〃かを用い，〃即C＝Eβ佃c〃かを求める。1パターン当  

たりの走行時間をんとするとき，〃抑。回の／くクーソ走行で走行できる時間は，  

（4．38）  71＝〃抑CJp   

である。7ちの逆数Cr（＝1／㌔）が電池のエネルギー消費時間率となる。Crを，電池の有効エネ  

ルギー密度Ebeを求める式（4．1）に代入し，E如を求める。そして，式（4．36）のレンジに，放  

電率が0．2C以下の時の電池のエネルギー密度EbとE加との比をかけると，電池の内部損失が  

ある場合のレソジとなり，次式で表される。  

（4．39）   エ♪‘＝上ク（Eむe佃b）  

なお，これまでの議論で明らかであるが，電池の内部損失がある場合と，ない場合の判定は式  

（4．38）で求められたTpが5時間以上の場合には損失なし，それ以下の時は損失ありとなる0  
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4．3．2 最高速度   

電気自動車の最高速度を決める要因ほ，電動機の最大回転数と，電池のパワーのいずれかであ  

るD電動機の最大回転数で決まる場合にほ，式（4．14）に車輪の直径と方をかけた値で決まる。  

電池のパワーによる場合には，電池が出せるパワーに，電動機，コントローラー及び伝達の効率  

をかけた値が車の走行に必要な／くワ一に→致する時の速度となる。すなわち，  

月甜緑甑．。ヴ丁＝（ダr＋J㌔）柑  

＝（〟〝h・寄 
）岬  

（4．40）  

の等式が成立する時のぴの値が最高速度である。ここで，gは重力加速度である。式（4．40）は  

ぴの3次式であるが，高速では右辺の第1項が第2項に比べて十分に小さい。このような条件が  

満たされる時には最高速度は近似的に，  

16♪♭椚ムワr  

（4．41）  
5C。♂   

で表される。   

一般に，電動機の最大回転数は印加電圧や電動機の巻線数の変更等で比較的容易に変えられ  

る。したがって，最高速度は電池の／くワ一により制限されることがほとんどである。   

4．3．3 加速性能   

事の加速の良さは，スタートしてから定められた速度に達するまでに要する時間，あるいは定  

められた距離を走行するのに要する時間で評価される。電気自動車では前者が用いられることが  

多く，特に，スタートから50km／hに達するまでの時間が使用される。これを0－50km／h加  

速と呼ぶことにする。エンジン自動車では，もっぱら後者のOmから400m間での走行時問が  

使われる。これは，1／4マイル加速と呼ばれることが多い。   

電気自動車において，電池と電動機及びコソトローラー，さらに伝達装置から成る駆動系によ  

り得られる駆動力から，定速走行状態における走行抵抗を引いたものを余裕駆動力と呼ぶことに  

する。余裕騒動力を，総重量に回転部分相当重量をたした値で割ったものが，電気自動車の加速  

度になり，次式で表される。  

J㌔－F，  
α（ぴ）＝   （4．42）   

mf＋桝r  

ここで，凡は電気自動車の駆動力である。   

凡は，電動機と電池特性の関係から，2通りの要田で決定される。一つは，低速の場合で，  

電動機に流される電流がコントローラーにより制限される場合である。この場合にほ，電動轢か  

ら取り出せるトルクは式（4■11）で与えられ，凡はこれを車輪の半径γで割り，しかも伝達系  

の効率をかけて，  
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〝爪んヴT   

2nr 
（4．43）  Fd＝   

となる。ここで〝椚ほ電動掛こ特有の定数で，式（4・21）を変形して，  

・・ ∴・・ （4．44）  

で定義される。なお，各パラメーターの意味は4．2■5に示したものと同じである0以下・この  

∬れの値を電動挽定数と呼ぶことにする。   

ある程度以上の高速では，凡は電池の出力及び電動楔，コントローラー，伝達装置の効率か  

ら求められる。   

電池のパワー密度をP。とする時，電池の出力は，  

（4．45）  Pβ＝椚βPD   

である。また，電動楔への印加電圧，印加電流及びコントローラーの効率板の間には，  

並  
pβ＝  （4・46）  

りc  

の関係がある。式（4．46）と，式（4．8），（4．9），（4．10）からぴとんを消去すると，電動機から  

取り出せるトルクは，  

人【ハ1・、■  
（4．47）  7、【＝   

2打  
斤mZ乃2＋4P勒。   

となる。   

式（4．47）に伝達装置の効率をかけ，トルクを駆動力た変換し，．電動機の回転数を事の速度に  

換算するとノ㌔が求められる。  

j㌔＝Tが符丁／r  

∬mP符。ヴT  
（4．48）  

式（4．48）を時間について領分することにより，スタートから一定時間後の速度が諌められ，さ  

らにもう1度積分することにより，走行距離が求められる。   

4．3．4 エネルギー使用率・経済性   

車の経済性の評価要素ほ多い。ここでは，原油を一次エネルギーとした場合，単位距離走行す  

るのに要するエネルギー消費量な経済性の一つの冒安にする。現実に，単位走行距離当たりの必  

要経費がどの程度であるかも判断の基準となる。  
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1）エネルギー消費量   

原油をそのまま発電所で燃やし，発電を行い，送電し，鉛電池に充電する場合，それぞれの過  

程でのエネルギー効率は蓑4．15に示す通りである。ここで，発電，送電の効率は，日本の昭和  

53年度の平均値である柑）。表4．15より電気自動車では，電池エネルギーが蓄えられるまでに  

75％が損失となる。こうした蓄えられた電力で定速走行の場合約80％，発進加速時約70％の効  

率で電動機を回転させるl㌔ したがって．総合的な効率は定速走行20％，発進加速時17．5％程  

になる。  

表4．15 電気自動亭とガソリンエンジン自動車のエネルギー効率の比較  

電気自動車  （％）  

定地走行時  加 速 時   

発 電 効 率   38．17   

送 電 効 率   93．9   

充 電 効 率   7（）   

電動機効率   80   

総 合 効 率   20   17．5   

エソジソ自動車  

定地走行時  加 速 時   

精 製 効 率   91．6   

ェソジ∴／効率   

総 合 効 率   13，7   10  

ガソリン自動車では，発電，送電，充電の損失に相当するのが原油からガソリンヘの精製効率  

で，日本の平均が91・6％である。また，中ソリソ自動車の定遁走行時の効率は15％程乱発進  

加速時には11％程度であるから，総合効率ほ定速走行と発進加速のそれぞれで，約13．7％及び  

10．1％になる。さらに，ディーゼルエソジソ自動車では，ガソリン自動車に比べて約1．5倍効率  

が良好である。一般に，エソジン自動車に比べて電気自動車は効率が悪いと考えられているが，  

電動機とエンジンの効率が大幅に違うため，電気自動車の総合的効率は，ガソリン自動車に比べ  

れはかなり良好で，ディーゼルエ／ジン革とはほぼ等しい。   

電気自動車の一次エネルギー使用量は，  

El＝  （4．49）  
⊥ヴgワ肌   

で求められる。ここで，符は効率で，添字のg，J，Cはそれぞれ発電，送電，充電を意味する。  
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また，その他の定数の意味は既に示した通りである。   

2）走行費用   

走行費用の算出に当たっては，単位距離走行当たりの車体価格に，いわゆる運行三費を加算  

し，さらに修理代や保守費用も考えに入れる必要がある。ここで運行三費とは，ガソリソ自動車  

の場合，ガソリソ代，オイル代，それにタイヤの償却費である。電気自動畢ではこれが，電力料  

金，電池依却費，タイヤ償却費となる。   

まず，車体価格についていえば，現行では，電気自動車がガソリソ自動車に比べて2－3倍す  

るが，これは量産の効果で比較にならない。もし，電気自動車の生産が日産3，000台になれは，  

エ／ジ／自動車とほぼ同等の価格になるとの報告が日本電動車両協会から出されている抑。さら  

に量産が進めは，電気自動車ほ構造が簡単なため，エソジン自動車よりも安価になることほ容易  

に想像がつく。また，省エネモデルとした場合，車体価格に最も影響を与えるものは，ボディの  

軽量化による材料費の高騰である。この高騰は，電気自動車の量産化による価格の低下と相殺で  

きるかどうかの判断は今の段階でほできないが，いずれにしても，それ程大きな価格差を生むこ  

とほないと考えられる。   

運行三費のうち，タイヤについては共通であるから，比較の対象から外す。また，保守関係費  

用は，電気自動車の方が安価と見頃もれるが，大きな額でほないので考慮外とする。  

1km走行当たりの電池償却費ほ次式で求められる。  

Cβ＝蓋鼓  
（4▲50）   

ここで，Cβは電池1kg当たりの価格，Nほ寿命，d。ほ寿命を算出する際の放電深さである。  

電力料金あるいはガソリソ代は次式で求められる。  

t、ノり′l、′  
（4．51）  CE＝   

ここで，eiは電池あるいは燃料のエネルギー密度で，粥‘，C。はそれぞれ，それらの重量と，単  

位当たりの料金である。   

電気自動車では上記の式（4．50）と式（4．51）の和を走行費用とする。ガソリン自動車では，式  

（4．51）にオイル代として1km当たり1円を加算する。   

式（4．50），（4．51）に代入するための値を蓑4．16に示す。   

4．4 省エネ対策を施した電気自動車の性能   

前節で述べた電気自動車の性能の計算式から，実際の性能を求めるのは，解析的な手続きでは  

複雑すぎるので，コソピュータの助けが必要となる。ここでほ，マイクロコンピュータ（NEC  

－9800）を用い，ベーシック言語によるプログラムを作成した。  
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表4．16 維持費の計算のための各／ミラメータの値  

電気自動車  ガソリ／自動車  

480円／kg  

600回  

0．75  

電池価格  
電池寿命  
放電深さ  

燃料価格  20円／kWh 150円／J  

燃料エネルギー密度  48Wh／kg  9500kcal／J   

ここで，取り上げる車種は，4人乗りの大衆クラス乗用車及び11t帯の大型トラックとした。  

その理由ほ，これらの二つの車種で現在の日本の辛が代表できるためである。   

4．4．1乗用車   

計算に用いる乗用車のパラメータの値を既述した考察結果（4．2節）を参考にして表4．17の  

ように設定した。  

表4．17 電気乗用車の性能計算に用いるパラメータの値  

従来の電気自動車 省エネ型電気自動車  

転がり摩擦抵抗係数  
空気抵抗係数  
前面投影面積（m2）  

電動機効率（加速時）  

（定常走行時）  

伝達効率  
回生効率  

0．025   

0，45   

1．55   

0．7   

0，8   

0．9   

0  

0．007   

0．2   

1．55  

下の式による  

0
 
 
5
 
 

0
 
 
5
 
 
6
 
 
0
 
 

・
 
 

0
 
 
・
 
 

l
 
 
ハ
U
 
 
1
 
 
0
 
 

総重量（kg）（電池重量：400kg）  1320  

慣性重量（総重量に対する割合）  0，7（1ギア）  

0．54（2ギア）  

0．2（3ギア）  

0．1（4ギア）  

電池のエネルギー密度（Wh／kg）  48  48  

電池の／‡ワー密度（W／kg）  120（満充電）  120（満充電）  

100（中間状態）   100（中間状態）  

帥（放配終期）  80（放配終期）  

1  

＝   

1十  

電動践効率  甲   

ここで．ヴ：効率．T：トルク，乃：回転数，〝：電動機定数．斤：電動機の抵抗  

ここで考えている電動機では〝＝14．17，斤＝0．29．  
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省エネモデルの仮定として，タイヤの転がり摩擦係数は0．007，空気抵抗係数は0．2の値を使  

い，ボディ・フレームの材料には鉄の替わりにアルミニウムを使用するものとした。電動機には  

表4．13に示した特性のものを使用し，これを4輸すべてに1個ずつ装着するものとした。電池  

は現在入手可能な鉛電池を使用するものとした。コントローラーにはスイッチング素子として，  

MOS・FETなどの新しい素子を使うものとし，その効率は，すべての走行条件で一律95％と  

仮定した。回生ブレーキの効率も，すべての速度で50％とした。   

計算の結果として，まず，レソジを図4．10に示す。同園は横軸に，積載する電池の重量を  

とってある。また，計算は40km／h，100km／hの定速走行と，4モード，10モードのそれぞれ  

の走行モードについて行っている。同園から明らかなように，電池重量が増えるに従ってレソク  

は向上している。ただし，4モード及び10モード走行では向上の割合いが，電池重量の増加に  

伴い減る憤向がある。これは，軽量の電池を用いた場合，電池の平均の放電率が0．2Cをかなり  

越えるが，300kg程度で0．2Cとなることが一点である。もう一点は，電池重量が増えるに従  

い，電池そのものを運ぶためにエネルギーが消費される割合いが増えることによる。  

IOOO  

900  

（．800  

∈  て  
700  

議 600   

藍  
亡500  

1日  
400  

押  

膚300  
1  

200     100  

00 200 300 400 500 600 700  

電 池 重 昂  （kg）  

図4．10 省エネ型電気乗用車の積載電池重量に対するレンジ（一充電走行距離）   

実際に電気自動車を構成する場合，これまで作られた電気自動車の電池重量が300－500kg程  

度であったことも考慮すると，電池重量は400kg程度が適当であると考えられる。もし400kg  
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とする場合・レソジの値は，40km／hの定速走行では670kmにもなる。4モード走行の場合の  

レンジほ330kmである。また，10モードでも280kmである。さらに高速道路を走行する場合  

にほ220kmとなる。最も過酷な使い方をするタクシーでも1日の走行距離が200km以内と言  

われており，市街地を走行する場合にほ，ほぼどのような目的にもこの電気自動車は使用可能で  

あると言える。また，高速道路を利用して長距離走行を行う場合については次の章で議論する。   

このように，省エネモデルのレンジはこれまでの電気自動車に比べてかなり向上していると言  

えるが，その理由について検討する。   

まず・改造モデルと比べたレンジの向上の割合を4モード走行について比較した結果を図  

4・11に示す。同図には双方の車種のレンジと，その比を示してある。これによると積載してい  

る電池の重量により異なるが4倍から6倍の差がある。電池重量が400kgの場合にはその差が  

4▲6倍である。同国においてほ，電池重量が小さい程差が大きいのは，電池の内部損失の影響  

が，改造モデルで電池重量が小さい時に特に大きいことによる。  
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図4・114モード走行における省エネ型及び改造型電気乗用革り積載電池重量に  
対するレンジ（一充電走行距離）と両者の比  

次に，エネルギー消費のどの過摩で省エネ化が進んでいるのかを見るため，4モード走行1サ  

イク′レ当たりでの電力エネルギーの消費を，各過奄ごとに計算した。ここで，電池重量を400  

kgとし，改造モデルと省エネモデルの双方についての比較を行った。結果を図4．12に示す。同  
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図に如、て，省エネモデルにほ伝達損失が全くなくなっているのは当然として，電池の損失がな  

くなっていることは注目に値する。また，ブレーキ損失は，省エネモデルでむしろ増えている。  

これほ，改造モデルでは減速時に運動エネルギーのかなりの部分がタイヤの転がり摩擦抵抗と空  

気抵抗で失われていたものが，省エネモデルはそれが大幅に減ったことにより，ブレーキで損失  

する分が増えたということである。  
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図4．12 4モード走行における省エネ型及び改造型電気乗用車のエネルギー消費  
の過程ごとのエネルギー消費量  

でほ．何故，省エネモデルでは改造モデ／レに比べて，図4．11で示したように，大きなレンジ  

の向上が見られるのかについて検討する。まず，その理由の一つは，エネルギーを消費している  

主な部分のすべてでかなり損失が減っていることにある。第2の理由は重要な点であるが，次の  

ように説明される。囲4．13は電池重量400kgで4モード走行の場合の，各省エネルギー対策ご  

とのレンジの向上率を示している。ここで，斜線部は改造モデルに，各省エネルギー対策を1種  

類のみ施した場合である。白ぬきの部分は他の省エネ対策をすべて施した上で，1種類のみ付け  

加えた時の結果である。斜線の部分について，すべての対策にわたって掛け合わせると，3．2倍  

という値になる。しかし，実際にほレソジ向上の割合は4．6倍である。この差ほ，それぞれの対  

策を施したことによる相乗効果によるものということが言える。例えば，回生ブレーキの場合，  

改造モデルに回生ブレーキのみを加えた時のレンジの向上は1．05倍であるが，他の対策を施し  
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た上，回生ブレーキを付け加えると，1．25倍のレンジ向上となる。その理由は，タイヤの転が  

り摩擦が減り，空気抵抗が減った状態でほ，減速の際に屈生ブレーキで回収できる運動エネル  

ギーの量がより大きくなるためである。   

このように，省エネ対策を施すことにより，予想以上にレソジが向上するというのがここでの  

検討で最も注目すべき点である。  
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図4．13 省エネ型電気乗用車の4モード走行における各省エネルギー対策技術ご  
とのレンジ（一充電走行距離）の向上率   

省エネモデルのその他の性能について述べる。図4．14は最高速慶の計算結果である。これに  

よると，400kgの重量の電池を用いると，改造モデルの最高速度は満充電時，すなわち，電池  

のパワー 密度が120W／kgの時でも時速120km／hに過ぎないが，省エネモデルでは，電池に電  

力がほとんど残っていない状態，すなわち，′くワー密度が80W／kgの時でも約180km／hにま  

で達する。このように大きな差がでる最大の理由ほC。の違いによる。最高速度のこの値は実用  

的には十分すぎる程である。加速性能についても同様の計算を行った。ここでは0－400m加速  

と，スタートから50km／h時に達するまでの時間を計算したが，それぞれの結果を図4．15及  

び，国4・16に示す。図4・15によると，電池重量400kgで電池の′くワー密度が80W／kgのとき  

に，0－400m加速が改造モデルでは27．7秒もかかるのに対し，省エネモデルでほ21．5秒とな  

り，パワー密度が120W／kgの時には改造モデルでは，24砂であるが，省エネモデルでは19．3  

砂となる。このように，加速性能が向上したことの理由は，省エネ化されて走行抵抗が減り，し  

かも，総重量も小さくなったことによる。なお，これまでのエソジソ自動車の加速時間は大衆車  
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で18－20秒，ディーゼル乗用車で22砂程度であった。このことから，省エネモデルは加速の良  

さについても十分実用的であるということが言える。  
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図4・14 電気乗用車の電池重量に対する最高速度  
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図4■15 電気乗用車の電池重量に対する加速性能（0→400m加速時間）  
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省エネモデルはもちろん，エネルギー問題の解決にも大いに貢献できる。どの礫度の効果があ  

るかを比較するため，一次エネルギーに原油を使うものとして，その消費量を計算した。図  

4・17に4毒∵一ド走行を行った場合の結果を示す。図4．17によると，省エネモデルでは，現在の  

ガソリン革に比べて約1／5．5の原油を消費するのみである。これは，電気自動車自体がェソジン  

自動車より約1・5倍効率が良いことと，省エネの効果との二つの理由による。  
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図4・16 電気乗用辛の電池重量に対する加速性能（0→50km／h加速時間）  
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図4・17 電気乗用車の電池重量に対する一次エネルギー使用量  
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ユーザに車の選択の際に与える大きな要因は，克行費用であるので，この計算も示す。ここで  

も4モード兼行を仮定し，また，計算に必要なパラメータとして電池単価480円／kg，電池寿命  

600回，電気料金20円／kWh，ガソリソ代150円／／とした21｝。図4・18に結果を示す。電気自動  

車では走行費用として電力料金と電池償却費の双方を必要とするが，現在のガソリン乗用車が1  

km当たり約15円かかるのに対して，省エネモデルではわずか2円程度である。これは電気自  

動車では一次エネルギー消費量の少なさが電力料金にそのまま反映し，省エネの効果が，電池償  

却費をも直接に低下させていることによる。  

100 200 300 400 500 600 700  

寒 地 重 昂  

図4．18 電気乗用車の電池重量に対する走行費用  

4．4．2 大型トラック   

現在の日本の道路交通法では，車両総重量は20t以下と定められている。ディーゼルトラッ  

クではこの条件の下で革を作ると，最大額載量は約11tとなる。したがって，大型トラックと  

言えは11t額みトラックを越すことが多い。なお，道路交通法では，このクラスのトラックは  

すべて普通トラックと呼ばれているがここでは，一般の認訃こ近い大型トラックということばを  

使うこととする。   

ここでは，トラックも乗用車と同様に電動化した場合，どの程度の性能が得られるかを換討す  

る。ただし，検討の際使用する各種／ミラノ一夕の億は，特別のことぁりのない限り乗用車の値か  

ら類推した値である。まず，モデルとして取り上げる，ディーゼルエソジソ型11tトラックの  

仕様と，各部分の重量を表4．18に示す22）。ここで取り上げたトラックは前2輪，後1輪タイプ  
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蓑4．1811t審大型ディーゼルエソタントラックの仕様と各部分の重量  

パ ラ ノ  ー ク   仕  様   

全 長   11．360mm   

全 幅   2，490mm   

全 高   3．195mm   

ホイルベース   7，550mm   

最大額載量   11，000kg   

総排気量   11，149cc   

最大出力   300ps   

最大トルク   110kg・m   

エンジン関係重量   1，433kg   

伝達系重量   471kg   

サスペンション重量   533kg   

アクスル（含デフ）重量   1．2飢kg   

タイヤ重量   740kg   

ブレーキ・ステアリソグ重量   131kg   

フレーム重量   750kg   

キャビン重量   570kg   

電装品・パイプ顆重量   225kg   

荷台重量   1，500kg   

車両総重量   18，634kg   

で，排気量11，149cc，最高出力300ps，最大トルク110kg・mの性能を有する。荷台の形状は  

バソタイプで，材質は鉄とするとその重量は1．5t，アルミとすると，1tである。革両総重量は  

約19tである。   

このトラックを参考にして，改造モデルと，省エネモデルのトラックの重量及び性能を検討す  

る。まず，改造モデルの場合，エンジン関係の重量のみが軽減され その替わり，電動機，コン  

トローラー及び電池の重量が加算される。電動機重量は出力1kW当たり3kgとして計算する  

と，最大出力300psに相当する電動機の重量は600kgとなる。コントロ・－ラーは200kgと仮  

定する。電装品関係では，セルモーター始動用の重量分40kgを含めず，80kgとする。する  

と，電池を除いた車両総重量ほ18．06tとなり，20tから差し引いた電池の積載可能な重量は約  

1．9tとなる。   

省エネモデルでは，乗用車の項でも検討したように，電動鰍ま車両の中に埋め込まれたダイレ  

クトドライブ方式とし，電動機は6輪の車輌すべてに取り付けられているものとする。この場  

合，電動機の大きさは，乗用車に用いたものと比べて直径で2倍，幅が1．5倍，重量で6倍，す  

なわち，直径が40cm重量が60kgであるとする。また，コントローラーは電動機1個当たり  
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20kgとする。このようにダイレクトドライブの構成とすると，伝達系はもちろんのこと，アク  

スル（車軸）も不要となる。また，フレーム重量は鉄の部分をアルミに香えることにより，乗用  

車の場合と同様の重量軽減が可能であるとすると，750kgあったフレーム重量は省エネモデル  

では529kgとなる。その他の部分の重量は改造型モデルと同一とする。すると，電池重量を除  

いた総重量は15t弱となり，電池のた削こ残された重量は5tとなる。改造モデルと省エネモデ  

ルの電動トラックの重量の内わけを表4．19に示す。  

表4．19 電動トラックの各部分の重量  

部  位   改造モデル  省エネモデル   

フ レーム   750   529   

キャビン   570   570   

サスペソショこ／   533   533   

タイヤ   740   740   

ステアリング   63   63   

ブレーキ   68   68   

電装品   80   80   

電動隆   660   240   

コソトローラー   200   120   

プロペラシャフト   100   0   

クラ ッチ   53   0   

トランスミ ッシヨ：／   308   0   

アクスル（含デフ）   1，281   0   

カーゴ   1，500   1，000   

その他   50   50   

空車重量（険電池）   6，956   3，993  

（単位：kg）  

その他の特性については，まず，空気抵抗係数は，改造モデ／レを1．0，省エネモデルを0，32  

とする。0．32の値は，昭和60年の東京モ→クーショーに出品されたトラックにおける最小値で  

ある。前面投影面積は両車種とも6m2とする。タイヤの転がり摩擦係数は改造モデルでは0．007  

に対して，省エネモデルでは0．0025とした。省エネモデルの0．0035の値Iままだ実証されてはい  

ない値であるが，乗用車用のタイヤに比べてトラック用は大口径でしかも暗が広いこと，及び空  

気圧が7－8気圧と高いことの3点により，この値の実証が可能であるとの判断ができる。   

モーターの特性は，改造モデルでは効率が加速時の70％，定速走行時80％とした。省エネモ  

デルでは，乗用車の場合と同様の磁石を使い，直径が2倍，幅が1．5倍になったことにより，磁  

石の体積が3倍に増え，しかも．巻線の数を50ターン，巻線の太さが12mm2になるものと仮  
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定した。この条件では，モーター定数は85，抵抗は0．14nとなる。   

改造モデルでは，ギアの比と，慣性モーメソトの値が必要となるが，それらの値は表4．20に  

示す。省エネモデルではタイヤの慣性モーメントを総重量の5％とした。  

衰4▲20 電動トラックの性能計算に用いるパラメークの値  

パ  ラ  ノ  一  夕   改造モデル  省エネモデル   

転がり摩擦係数   0．007   0．0035   

空気抵抗係数   0．32   

前面投影面環   6m2   6m2  

電動鹿効率（加速時）   0，7   

（定常走行時）   0．8  

電動故定数   85  

電動機巻線抵抗  0．14   

伝達効率  0．9  1．0   

回生効率   0．5   0．5   

定員［人］   2   

空車重量（除電池）   6，956kg   3，993kg   

慣性重量（総重量に対する割合）  0．05  

0．54（2ギヤ）  

0．2（3ギヤ）  

0．1（4ギヤ）  

電池のエネルギー密度   48Wh／kg  48Wh／kg   

電池のパワー 密度   80W／kg   80W／kg  

回生の効率は乗用畢と同じく50％，コントロ・－ラーの効率は改造型では93％，省エネ型では  

95％とした。   

電池ほ鉛電池を使用するものとして，そのエネルギー密度ほ48W／kg，パワー密度は放電初  

期120W／kg，中期100W／kg最終状態で80W／kgとした。以上のパラメータの値も表4．20に  

示す。   

蓑4・20の値をプログラムに代入して行った省エネモデルについての計算の結果を図4．19に示  

す。国4．19ほ総重量を20tとし，電池重量と，荷重と草体重畳の和が20tになるように設定し  

たときの電池重量に対するレンジを示している。同園では4モード，10モード，80km／時定速  

走行，40km／時定速走行の4種塀の走行モードの計算結果を示している。同園において，電池  

重量5t，すなわち，荷重11tの場合，4モード走行では，330km，10ヰ∵－ドでも250kmの走  

行が可能である。80k汀】／時定常走行では650km走行可能で，この値は，東京から大阪まで充  

電なしに走行できる距離である。  

ー78一   



】 2  3  4  5  
電池手早（k（バ   

図4．19 省エネ型電動トラックの総重量を20tとした時の電池重量に対するレン  

ジ（一充電走行距離）  
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図4．20 省エネ型と改造型の電気トラックの4モード走行における電池重量に対  
するレンジ（一充電走行距離）  
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次に，4モード走行について，省エネモデルと，改造モデルについての比較を図4．11と同様  

の型式で行った結果を図4．20に示す。同図で，改造モデルにおいて，電池重量を2tとする時，  

レンジはわずか23kmに過ぎない。これほ，省エネモデルにおいて電池重量を5tとした時の  

14分の1である。この差は，電池重量の差が2．5倍，省エネの効果が，5．6倍に由来するが，省  

エネの効果の大きさは一 乗用車の場合とほは等しい。   

省エネモデルトラックにおける，総合的な性能について，荷重12t，電池重量5tの条件で計  

算した結果を蓑4■21にまとめて示す。0－400m加速は電池のパワー密度が80W／kgの場合で  

22．9秒であるが，この値は一般の市街地走行においても問題とはならない。最高速度は電池の  

パワー密度からほ206km／hとなる。しかし，この速度を得るにほ式（4．15）より，印加電圧を  

300Vとしなけれはならない。この電圧を作り出すことは技術的には容易であるが，安全性の問  

題を生ずる恐れがある。300V以下の印加電圧では眉高速度は印加電圧に比例する。  

蓑4．21省エネ型トラックの性能の計算結果  

電池重量（t）  

一充電走行距離（レンジ）（km）   

4モード  

10モード   

40km／h走速   

邑Okm付足速  

最高速度（km／h）  

5  

332  

250   

989  

648  

230（満充電）  

217（中間状態）  

200（完放電）  

4．5（満充電）  

5．2（中間状態）  

6．3（完放電）  

20，1（満充電）  

21．3（中間状態）  

22．9（完放電）   

30   

加速性能（砂）   

0→50kmル  

0→400m  

走行費用（円／km）  

4モード走行時の消費率は1km当たり1650kJであり．これを，原油を発電用燃料とする場  

合の1次エネルギー使用率に換算すると，6600kJとなる。これはディ→ゼルエソジソトラック  

の一次エネルギー使用率の22％である。電力料金と電池の原価償却費用の総和で維持費を表す  

と，4モード走行1km当たりで電力料金が17円，電池の振価値軸受が13円の計30円程度で  

ある。ディーゼルトラックの燃料費は，軽油1／の価格が100円，燃料消費率が1．5km／Jとす  
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ると，1km当たり67円となり，省エネモデルの電気トラックの約2倍である。トラックの寿  

命は約100万kmと言われており，この寿命内で維持費の差は3700万円にもなる。このこと  

が，トラックを電気自動車に置き替える際の，ユーザにとっての最も大きなモーチべ－ショソに  

なる。   

4．5 まとめ   

ここでは，この10年程の間に発達した技術の集積により，電気自動車はどの程度性能向上が  

図れるものかを理論的に検討した。ここで検討した新しい技術は，車体関係では，タイヤ，空気  

抵抗の小さなボディスタイル，軽量化したボディである。駆動関係では，電動扱，駆動方式及  

び，コントロ・】ラー用の新しい半導体素子である。対象とする車種としては乗用車と大型トラッ  

クを取り上げ，新しい技術の導入により，どの程度性能が向上するかをシミュレーショこ／プログ  

ラムを作成して計算した。   

その結果，従来の電気自動車がェソジソ自動車に比べて著しく劣ると言われていた，一充電走  

行距離（レンジ），加速度，最高速度について，実用的に遜色のないレベルにまで向上させられる  

であろうとの結果を得た。また，一次エネルギー使用率，維持費に関しては，従来のエンジン自  

動車に比べて圧例的に有利であるとの結果も待た。   

新しい交通手段が社会に受け入れられるかどうかは投入したコストに対する／くフォーマンスの  

大きさで決まる。その観点から考えると，新しい技術を投入して省エネ化を終わった電気自動車  

は，エンジン自動車に対して，十分に優位に立てるという計算結果が得られるわけである。この  

ことから，もし，この計算結果を実施に移すに当たって大きな障害がなけれは電気自動車が大量  

に普及する可能性は大いにあるということになる。  
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5 電気自動車の普及のために残された問題点とその解決法   

省エネモデルを採用することにより電気自動車が所期の目標通りの性能を得たと仮定した場  

合，大量の普及にはまだいくつかの問題点が指摘される。ここではそれらを列挙すると共に検討  

を加える。   

5．1冷噴房   

蓄えられるエネルギーの少ない電気自動車で冷暖房を行うにほ，石油ヒーターや冷房用のエン  

ジンを取り付けるなど，エネルギー源を電力以外に頼らざるを得ないと考えられている。しか  

し，ここでも省エネの考えを導入すれは，使用エネルギーを大幅に減らすことができ，電力をエ  

ネルギー源とすることは可能である。冷暖房で省エネを行うということほ十分に断熱をすること  

である。実際には，天井，鼠 壁面に断熱材を張り，前，後面の窓を二重とし，側面窓ほ厚めに  

するというような対策がとれる。   

大まかな計算をしたい。4人乗り乗用車を仮定し，断熱は3cm厚のガラスウールとし，二重  

窓のすき間を5cm，側面は3mm厚のガラスと．7mm厚のプラスチックを重ねたものとする。  

天井，床，側壁の面横の和を10m2．側面窓の面積を2m2，前後面窓も2m2とし，外気との間  

に100Cの温度差を得る場合，熱の出入りは約560Wとなる。また，乗客1人が10DWの熟を  

吐出しているものとする。暖房の場合，乗客が1人とすると，460Wの熱を供給する必要があ  

る。冷房でほ乗客4人とすると，960Wの熟を放出しなけれはならない。現在市販のヒートポ  

ンプ方式エアコソほ1Wの電力で約3Wの熟の出し入れが可能であるから，冷房の場合でも  

320Wの電力で十分効果がある。省エネモデルの電気自動車が4モード走行する時の平均のエ  

ネルギー消費は約4．5kWである。したがって，走行に必要なエネルギーの7％以下でエアコン  

が可能となる。   

このように，断熱を施すことにより，冷暖房エネルギーを節約する場合の技術的問題点は窓を  

いかに二重にするか（特に，前面窓）である。これまでの幸では意を二重にするという技術は使  

われていなかったために，窓を二重にすることは新たな技術開発要素となる。しかし，それによ  

る重量の増加や，コストの上昇は無視できる程であると考えられる。   

5．2 発電所での発電容且   

すべての車が電気自動車に替わった場合，発電所の発電容量を大幅に上回ることになるのでは  

ないかとの懸念がある。  
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昭和53年度現在，車により使われた原油の量は年間4，410kJであった1）。もし，エソジン自  

動車のすべてが電気自動車に替わったとすると，必要な発電量は約380億kWhとなる。昭和53  

年度の全国の発電実績の統計は4，900億kWbであるから，約8％の電力需要増となる。   

ここで，最も電力需要の多い夏場の1日の使用状況を図5．1に示す2）。同園によると，14暗か  

ら15時にピークがあるが，1日の電力債用量の平均値は，ピーク時の約73％である。発電設備  

の能力は需要のピークを上回るように建設されているので，ピーク値から73％を引いた残りの  

27％の電力を現在の発電能力そのままで供給することが可能である。電気自動車への充電ほ夜間  

が多くなるので，時間的に発電のピーク時とほ一致せず，発電の余裕分の27％のほとんどが電  

気自動車の充電に使うことができる。  

電気自動車充電用に使用可能な莞電  

3 6 9121518 2124（時）   
（注）日最大の14時－15時を1飽とした指数   

図5．1関東地方の夏場の1日の電力使用状況   

5．3 充電法   

これまでの電気自動車の充電は，その専の車庫に備えられている充電器で行うという方法がと  

られていた。このような方法では，屋根付きの車庫をもっている人しか電気自動車を使うことが  

できないし，長距離走行した先で充電を行うことも不可能となる。これを補うた捌こは以下の充  

電法が考えられる。  

1）充電スタンドを設ける：これまでのガソリソスタンドのように充電を行うスタンドを設け  

るもので，ここで急速充電を行うか，充電された電池を交換するかのいずれかの方法がとれる。  

鉛電池を使う場合には，急速充電を30分行うと，8割程度の充電が可能である。また，電池交  

換方式では，電池スタこ／トからレソタルの形で借りる方法をとれはユーザの負担にはならない。  
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2）駐車場に充電設備を設ける：一時的に車を駐車する駐車場にパーキングメーターと同じよ  

うなタイマーと電源ケーブルを設置して置き，コイン投入によって料金を払い充電を行うもので  

ある。この方法では，既設の駐車場にわずかの設備を加えるだけで済む。   

3）走行中に給電を受ける：トロリーバスがこの方式で給電を受けながら走っているが電気自  

動車にも同じような方式を応用するものである。給電方式としては架線によるもの，側壁からの  

もの，道路に埋設したレールからのもの等が考えられる。また，非接触により給電しようという  

試みもなされている。これは，最近商品として出回り出した電磁調理器と同じように渦電流を利  

用するものである。この方式ほ他の交通の妨害にならないので，実用化されれは普及が容易であ  

る。   

4）ハイブリッド方式とするもの：これまでの電気自動車の研究と併行して電動椴と，エソジ  

ソの双方を動力源として使用するハイブリッド方式も研究されてきた。これは，電気自動車の電  

池の能力不足をエンジンで補うことを目的としている。これにほ二つの形式があって，一方ほ，  

ェソジソでは発電のみを行い，電動機に電力を供給するもの，もう一方は，ドライブシャフトに  

電動放とェソジンが鞍祝され，双方から走行エネルギーを供給するものである。前者は構造が簡  

単であるが効率が多少悪く，もっぱら後者が研究としては取り上げられてきた。ここでは，前者  

の方式を長距離走行に限って使用することな考えたい。すなわち，省エネモデルでほ4モード走  

行でレンジを300km穫度得ることが可能であるが，年に数度あるかないかの長距離ドライブの  

際にだけ，ごエソジン式の発電機を併用することを考える。このような方式とすれば，日常の用務  

には純粋の電気自動車としての使用が可能で，長距離ドライブに限って，例えば発電機のみをレ  

ソクルの形式で借用して使用することが可能である。省エネモデルで，100lくmノhの速度で高速  

道路を走る場合，400kgの電池を積むものとすると，電力消費率は約6．9kWでレンジは277  

kmとなる。これに発電機からも電力を供給した時の供給量と，レンジの関係を図5．2に示す。  

同園によると，東京・大阪間を走行するには3．5kW出力の発電隆を使用すれば間に合う。この  

出力の発電依の重量は約100kgとなるので，実際に使用する際はミニトレーラーに積載して牽  

引する方法をとれば良かろう。全国に充電設備が整えほ，この方式は必ずしも必要ではないが，  

それまでの一時期においては有効であろう。   

5．4 電池材料の資源問題   

大量に電気自動車が普及するとすれは，電池材料の資源問題も考えておく必要がある。表5・1  

に電池に使われる可能性のある鉱物資源の埋蔵量と，それらの年間生産量の世界統計を示す3）。  

鉛電池の場合，全重量の60％が鉛である。もし400kgの重量の電池を綬載すると仮定すると，  

すべての生産量を使っても1，700万台に供給できるのみである。したがって，資源の点からみる  

と，電気自動車の普及の初期の段階では鉛電池に頗ることは可能であるが，遠い将来にわたって  

鉛電池のみを使い続けることは不可能である。  
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図5．2 ハイブリッド用発電機を用いる場合の発電量と一充電走行可能距離（レン  

ジ）の関係  

蓑5．1電池に使われる資源の生産量と埋蔵量  

埋 蔵 量  年間生産量  

鉛  1億6．000万t  411万t  

亜  鉛 1億7，500万t  581万t  

ニ ッ ケ ル  6．000万t  75万t  

鉄  453億t  8億7，500万t  

アルミニウム  170臆t  8，000万t   

ニアターム電池に属するNi－ZnやNiFeの電池でも資源問題に関しては大差がない。アドバ  

ンスト電池のAト空気，Na－Sなどは全く問題がない。   

このような観点からも，近い将来の需要は鉛電池でまかない，ニアターム電池で次の時代に対  

応し，最終的にはアドパソスト電池を用いる方向で電池の開発を進めるのが望ましい。  
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5．5 新たな公害問題   

電気自動車の普及によって新たに起こり得る公害問題として，1）発電量が多くなるための火  

力発電所近くでの窒素酸化物濃度の増加，2）電池からの硫酸ミストの放軋 3）スクラップと  

なった鉛電池による鉛公害，の三つがあげられる。   

まず，1）であるが，5．2より，すべての辛が電気自動車に替われは，発電量は8％増加する。  

この増加分のはとんどほ夜間電力でまかなうことができ，火力による発電量の増加量はこの8％  

よりもはるかに低い値となる。昭和53年度の環境白書によると，窒素酸化物の全排出量に占め  

る火力発電所の割合は15％程度であり，たとえ8％の発電量の増加があっても，その寄与率の増  

加は1．2％程度である。これに対して，蓑2．5より，すべての車が電気自動車に香われば，少な  

く見積もっても窒素酸化物の濃度は40％減る。これらの増減を比較すると，火力発電所の影響  

によるNOズ濃度の増加は問題にならない。   

次に，2）は，現在の鉛電池は開放型になっているため，硫酸ミストの放出があるが，これを  

受け止めるリザーパーな取り付ける研究や完全密閉型にする研究も進められており，問題に十分  

対応できる見込みである。   

3）は，現在の鉛電池は使用後再生されずにスクラップとして埋立てなどに使われることが多  

いと聞くが，再生使用の技術もあり，鉛電池が大量に出回るようになれは，この技術が十分に生  

かされるものと考えられる。   

5．6 まとめ   

ここでは電気自動車の普及に当たって考慮しておくべき問題点を拾いあげて検討した。公害問  

題で言えは，電気自動車の大量普及に伴って，新たな問題の起こりうる可能性もあるが，それぞ  

れに対応ほ可能な見込みである。また，他の問題点も，普及を阻止する程重大ではなくt その解  

決策も比較的容易に講ずることができる見込みである。  

引 用 文 献  

1）通産省（1978）：ェネ／レギ一統計年報．  

2）東京電力（1980）：東京胃力PR用バ／フレット．  

3）通産省（1977）二鉱業便覧．  
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6 結 論   

本報告書は，環境調和型技術の事例として電気自動車を取り上げ，その実現の可能性について  

検討した結果についてまとめたものである。   

各章ごとの内容及び結果の要点をまとめると次のことが言える。まず，第2章では自動専公害  

の現状と電気自動車を導入したときの効果について述べた。現在，大気汚染と騒音問題に関して  

ほ，自動車によりもたらされるものの割合が非常に大きく，特に，厳しい規制にもかかわらず，  

年々その濃度が横ばい状態であるNOズの主要な発生源が自動車である事をデータで示した。そ  

して，もし，現在のエンジン自動車が電気自動車に置き替われば，環境改善が大幅に進む見込み  

であることを，シミュレーショ／によって示した。注目すべきは，大型トラックを電気自動車に  

置き香えることの効果の大きさである。   

第3章では，電気自動車の現状についてまとめた。まず，電気自動車の研見 開先の動向に始  

まって，電気自動車の性能や普及の現状と問題点等について述べた。性能の現状についてほ，－  

充電当たりの走行距離，加速性能及び最高速直のいわゆる動力性能が現在のエンジン自動車に比  

べて著しく劣っていること，このような技術的問題と，量産化が進んでいないために価格が高い  

ことにより，電気自動車の普及が阻まれていること，技術的な問題を解決するには，高性能電池  

の開発が重要でとあると叫はれているが，総合的な性能において鉛電池に優るものほまだないこ  

と，このような現状のため，一時，活発に行われた電気自動車の研究・開発であったが，その速  

度は停滞化しつつあり，年間の生産台数も減る傾向にあること等をデータをもとに示Lた。   

このような現状の打開の可能性を検討したのが第4章である。ここでは，この10年程の間に  

開発され，使用可能になってきた，“タイヤ技術’’，“空気抵抗低減技毒軒’，“新素材技術”，“半導  

体技術”，“電動機の技術Hそれぞれについて，電気自動車の性能向上に役立つ技術を取り上げ，  

新しい電気自動車を作った場合の性能を評価した。その結果，乗用車，大型トラックともに，動  

力性能の面では実用的に遜色のないレベルにまで向上できる見込みが得られた。また，省エネル  

ギー性，維持費に関しては現在のエソジン自動車に比べて，圧倒的に有利であるという結果も得  

られた。このように，新しい技術を集積した電気自動車は，環境改善に役立つばかりでなく，維  

持費が安いこと等の利点が付加されることにより，ユーザに受け入れられる可能性が十分にある  

ことを示した。   

第5章では，電気自動辛が大量に普及するとした場合に，新たに生ずる可能性のある問題点を  

検討した。その中で，特に注目しなけれはならないのは新たな公害問題の発生の可能性である  

が，現在の段階の検討結果では，その問題は避けられそうな見込みであることを述べた。  
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今後，ここでの検討の手法を踏まえて，他の環境調和型技術についても研究を進めることが重  

用である。また，ここで検討した電気自動車に関する結果の有効性を確かめることは，さらに意  

義が大きい。そのためには，実宰を製作して，その性能が，理論的に検討したものどおり得られ  

るかどうかを試験することが必要である。  
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53、54年度．（1981）   

弟Z7号 陸水域の富栄養化に関する総合研究（丑）－一研究総括－一昭和53、54年度．（1981）   
第28号 複合大気汚染の植物影削こ関する研究－一昭和54、55年足場別研究報告．（1981）   
第29号 Studies on chironoDid Didges of the TaⅦa River．（1981）  

Part 3．Species of the subfap）ily Orthocladiinae recorded at the su】】Ⅱer SurVey  
and their distrj，butionin relation to the po11ution vith sevage vaters．  

Part4．ChironoDidae recorded at a vinter survey．  
（多摩川に発生するユスリカ類の研究  
－一第3報 夏期の調査で見出きれたエリユスリカ重科Orthocladiinae各種の記載と、  

その分布の下水汚染度との関係について  
一一第4報 南浅ノ【lの冬期の調査で見出された各種の分布と記載）  

※第30号 海域における富栄養化と赤潮の発生機構に関する基礎的研究－一昭和54、55年度特別  
研究報告．（198Z）   

弟31号 大気汚染物質の単一および複合汚染の生体に対する影響に関する実験的研究－一昭和55  
年度特別研究報告．（1981）   

弟32号 スモッグチャンバーによる炭化水素一望素顔化物系光化学反応の研究－一東境大気中に  
おける光化学二次汚染物質生成機構の研究（フィールド研究1）－一昭和54年度特別  
研究中聞報告．（1982）   

弟33号 臨海地域の気負特性と大気拡散現魚の研究一一大気運動と大気拡散過程のシミュレーシ  
ョンー一昭和55年度特別研究報告．（19＆2）  

※第34号 環境汚染の遠隔計測・評価手法の開発に関する研究－一昭和55年度特別研究報告．（1982）   
第35号 環境面よりみた地域交通体系の評価に関する総合解析研究．（1982）  

※第36号 環境試料による汚染の長期モニタリング手法に関する研究－一昭和55、56年度特別研  
究報告．（198Z）  

※第37号 環壌施策のシステム分析支線技術の硯先に関する研究．（1982）   
第38号 Preparation，analysis and certification of POND SEDIMENT certified reference  

materlal．（1982）  
（環境欄準試料「池底質」の調整、分析及び保証債）  

嘉男39号 環境汚染の遠隔計針評価手法の開発に関する研究－一昭和56年度特別研究報告．（1982）   
第40号 大気汚染物質の単一及び複合汚染の生体に対する影響に関する実験的研究－一昭和56年  

度特別研飛報告．（ユ9き3）   

弟41号 土壌環境の計測と評価に関する統計学的研究．（1983）  
減第42号 底泥の物性及び流送特性に関する実験的研究．（1983）  
※第43号 StudLies op chironomid midges oL the Taq）a River．（1983）  

Part5．An observation on the distribution of Chironominae along the nain  
StrealnlnJlユne正th descrlptlon o王15nelけ SpeCles．  

Part 6．Description of species of the subfazuily Orthocladiinae recovered fro】コ  
the najn streaqin theJune survey．  

Part 7．Additionalspecies collectedin vir［ter froTn theIコain stread）．  
（多摩川に発生するユスリカ類の研究  
－一男5報 本流に発生するユスリカ類の分布に関する6月の調査成績とユスリカ亜科  

に属する15新種等の記録  
－一策6報 多摩本流より6月に採集されたエリユスリカ亜科の各種について  
－一男7報 多摩本流より3月に採集されたユスリカ科の各種について）   

第44号 スモッグチャンパーによる炭化水素一窒素酸化俄系光化学反応の研究－－頻境大気中に  
おける光化学二次汚染物質生成機構の研究（フィールド研究2）－一昭和54年虔特別  
研究中間報告．（198a）   

弟45号 有機廃棄物、合成有機化合物、重金属等の土壌生態系に及ぼす影響と浄化に関する研究  
一一昭和53－55年度特別研究報告．（1983）   

第46号 有機廃棄物、合成有機化合物、東金屑等の土壌生態系に及ばす影響と浄化に関する研究  
一一昭和54、55年虞特別研究報告第1分冊．（1983）   

第47号 有機廃棄物、合成有機化合物、垂金属等の土壌生態系に及ばす影響と浄化に関する研究   



－一昭和54、55年度特別研究報告第2分冊．（1983）  
淡第48号 水質観測点の適正配眉に関するシステム解析．（1983）   

第49号 環境汚染の遠隔計測・評価手法の開発に関する研究－一昭和57年度特別研究報督．（1984）  
米車50号 陸水域の富栄養化防止に関する総合研究（I）－一恵ヶ浦の流入負荷童の算定と評価－一  

昭和55－57年度特別研究報告．（1984）  
※第51号 陸水域の富栄養化防止に関する総合研究（Ⅱ）－一恵ヶ浦の物質楯環とそれを支配する因  

子－一昭和55～57年度特別研究報告．（1984）  
※第52号 陸水域の富栄養化防止に関する総合研究（Ⅱ）－一霞ケ浦高浜入における隔＃水界を利用  

した富栄養化防止手法の研究－一昭和55～57年度特別研究報告．（1984）   
男53号 陸水域の訂栄姜化防止に関する総合研究（Ⅳ）－－霞ケ浦の魚癖及び甲かく頼現存皇の季  

節変化と冨栄養化－一昭和55～57年度特別研究報告．（1984）   
第54号 陸水域の富栄莱化防止に関する総合研究（Ⅴ）－－霞ケ浦の富栄養化現象のモデル化一一  

昭和55～57年度特別研究報告．（1984）   
第55号 陸水城の富栄養化防止に関する稔合研究（Ⅵ）－一宮栄養化防止対策－一昭和55～57年虔  

特別研究報告．（1984）   
弟56号 陸水城の富栄養化防止に関する総合研究（Ⅶ）－一湯ノ湖における富栄養化とその防止対  

策－一昭和55～57年度特別研究報告．（1984）  
※第57号 陸水域の富栄養化防止に関する総合研究（Ⅶ）－－総括報告一一昭和55～57年度特別研  

究報告．（1984）   
第58号 痴墳試料による汚染の長期的モニタリング手法に関する研究一一昭和55～57年度特別  

研究総合報告．（1984）   

第59号 炭化水素一望素酸化物一硫黄酸化物系光化学反応の研究－一光化学スモッグチャンバー  
によるオゾン生成機構の研究－一大気中における有機化合物の光酸化反応機構の研究  
－一昭和55～57年度特別研究報告（第1分冊）．（1984）   

第机号 炭化水素一望兼職化物一硫黄餞化物系光化学反応の研究－一光化学エ7ロゾル生成機構の  
研究－一昭和55－57年皮特別研究報告（第2分冊）．（1984）   

男61号 炭化水素一窒素酸化物一成費酸化物系光化学反応の研究－一環増大気中における光化学二  
次汚染物畢生成機構の研究（フィールド研究1）－一昭和55～一57年度特別研究報告（第  
3分冊）．（1984）   

第62号 有害汚染物質による水界生態系のかく乱と回復過程に関する研究－一昭和56－58年度  
特別研究中間報告．（1984）   

第63号 海域における富栄養化と赤潮の発生機構に関する基礎的研究一一昭和56年度特別研究  
報告．（1984）  

※第64号 複合大気汚染の植物影響に関する研究一一昭和54～56年度特別研究総合報告．（1984）  
※男65号 Studies on effects of air pollutant zbixtures on plants－－Partl．（1984）  

（複合大気汚染の植物に及ぼす影響－一業1分冊）  
※男66号 Studies on cffects of air pollutant nlixtures oEIPlants一－Part．2．（1984）  

（複合大気汚染の植物に及ぼす影響－一男2分冊）   
第67号 環境中の有害物貿による人の慢性影響に関する基礎的研究－一昭和54～56年度特別研  

究総合報膏．（1984）  
※第68号 汚派の土壌還元とその現場影響に関する研究－一昭和56～57年度特別研究総合報告．  

（1984）  

X第69号 中禅寺湖の富栄養化現象に関する基礎的嘲究．（1984）   
弟70号 Studies on chirono山d山dgesinlakes of theⅣikkoⅣat山n81Park．（1984）  

Partl．Ecologicalstudies on chironoIlidsinlakes of the Nikko NationalPark．  
Part n．TalOnOnlcalandⅦOrph01（〉glcalstudles on the chlronot止d specles  

collected fromlakesin the Nikko NationalPark．  

（日光国立公園の湖沼のユスリカに関する研究  
－一第1部 日慨個立公園の湖のユスリカの生態学的研究  
－一第2部 日光国立公園の湖沼に生息するユスリカ頼の分類学的、生態学的研究）  

※第71号 リモートセンシングによる残雪及び雪田植生の分布解析．（1984）   
弟72号 炭化水素一窒素酸化物一硫黄酸化物系光化学反応の研究－－魔境大気中における光化学二  

次汚染物質生成機構の研究（フィールド研究2）一一昭和55～57年度特別研究報告（第4  
分冊）．（1985）   



※第73号 炭化水素一望素勧化物一硫黄酸化物系光化学反応の研究－一昭和55－57年度特別研究総  
合報告．（1g85）  

※第74号 都市域及びその周辺の自然環境に係る環境指標の開発に関する研究．痴墳指標－その考  
え方と作成方法一昭和59年度特別研究報告．（1984）   

弟75号 LiDnOlogicaland environnentalstudies of eleDentSin the sedih）ent Of Lake  
Biva．（1985）  

（琵琶湖底泥中の元素に関する陸水学及び環境化学的研究）   
弟76号 A study on the behavior of DOnOterPCnSin the atzM）SPhere，（1985）  

（大気中モノテルペンの挙動に関する研究）   
第77号 環境汚染の遠隔計測・評価手法の開発に関する研究－一昭和58年度特別研究報告．（1985）   
第78号 生活頻墳保全に果たす生活者の役割の解明．（19a5）   
第79号 Studies on the nethod forlong te川CnVironⅡentalnonitoring－－Research  

reportin1980－1982．（1g85）  
（環境試料による汚染の長期的モニタリング手法に関する研究）   

第80号 海域における赤潮発生のモデル化に関する研究－一昭和57／58年度特別研究報告．（1985）   
第81号 環境影響評価制度の政策効果に関する研究－一地方公共団体の制度運用を中心として．  

（1985）   

第82号 植物の大気環墳浄化機能に関する研究－一昭和57～58年度特別研究報告．（1985）   
第83号 Sl：udies on chironoDidJ）idges of sotlelakesinJapan．（1985）  

（日本の湖沼のユスリカの研究）   
第84号 重金属環境汚染による健康影響評価手法の開発に関する研究－一昭和57－59年度特別  

研究総合報告．（1985）  
弟85号 Studiesontheratec？nStantSOffreeradicalreactionsandrelatedspectro，  

scopIc8nd therl】OCheI】1Calparal】eterS．（1985）  
（フリーラジカルの反応速度と分光学的及び熱力学的パラメーターに関する研究）   

弟86号 GC／MSスペクトルの検索システムに関する研究．（1986）   
第87号 光化学二次汚染物頓の分析とその細胞毒性に関する研究－一昭和53～58年度総合報告．  

（1986）   

第88号 都市域及びその周辺の自然環境等に係る環墳指標の開発に関する研究Ⅱ．環墳指標一応  
用例とシステムーー昭和59年度特別研究報告．（1986）   

第89号 Measuring the vater quality of Lake KasuⅡ）igaura by LANDSAT reb）Ote SenSing．  
（1986）  

（LANDSATリモートセンシングによる感ケ浦の水質計測）   
第90号 ナショナルトラスト運動にみる自然保護にむけての住民意識と行動－一知床国立公園内  

100平方メートル連動と天神崎市民地主運動への参加者の分析を中心として．（1986）  
第91号 EcoonicanalysisofDan’sutilizationofenvironpentalresourcesinaquatic  

envlrOnロentS and n∂tionalpark regions．（1986）  
（人間による環境資源利用の経済分析一水環境と国立公園地域を対象にして）   

第92号 アオコの増殖及び分解に関する研究．（1986）   
第93号 汚泥の土壌還元とその環境影響に関する研究（1）－一昭和58～59年度特別研究総合報  

告第1分冊．（1986）・   
第94号 汚泥の土壌還元とその現場影響に関する研究（Ⅱ）一一昭和58～59年度特別研究総合報  

告男2分冊．（1986）   
第95号 自然浄化機能による水質改善に関する総合研究（1トー汚洩負荷の発生と流出・流速－  

一昭和58～59年度 特別研究報告．（1986）  
※第g6号 自然浄化機能による水質改善に関する総合研究川）一一水革帯・河口域・池沼の生態系構  

造と機能一一昭和58～59年度特別研究報告．（1986）   
第g7号 自然浄化機能による水質改善に関する総合研究（皿）一一水路及び土壌による水質の浄化  

一一昭和58～59年度特別研究報告．（1986）   
第g8号 自然浄化機能による水質改善に関する総合研究（Ⅳ）－一自然浄化機能を活用した処理技  

術の開発と応用－一昭和58～59年度特別研究報告．（1986）   
弟99号 有害汚染物頓による水界生態系のかく乱と回復過程に関する研究－一昭和56－59年度  

特別研究総合報告．（1986）   
第100号バックグラウンド地域における環墳汚染物質の長期モニタリング手法の研究－一特定汚  

染選択的検出法及び高感度分析技術の開発－一昭和58～60年度特別研究報告．（1986）  

－ ＼ll一一   



第101号複合ガス状大気汚染物質の生体影訊こ関する実験的研究一一昭和57 60年度特別研究  
報告．（1986）  

薫10Z号地球規模大気質変動に関する予備的研究．（1986）  
弟103号環境調和型技術としての電気自動車の評価に関する基礎的研究．（1987）  

※ 残部なし  

＼＝－   



Report o董SpecialResearch Project the NationalInstitute for EnvironbCntalStudies  

No．1◆1an activity and aquatic environJ）ent－Vith specialre王erenccs to Lake  
K8Suコigaura－Progress r8POrtln1976．（1977）   

N0．2＋Studies on evaluation and anelioration of air pollution by plahtS－Progress  
reportin1976－1977．（1978）  

〔Starting vith Report No．3，the nev title for NIES Reports vas changed to；〕  
Research report王ron theⅣationalInstittJte for EnvironnentalStudies  
※No．3 A co叩arative study of adtJlts andinDature StageS Of nineJaparIeSe SpeCies of  

the genus Chironozms（Deptera，Chirono口idae）．（1978）   
N0．4＋SJ10g Cha皿ber studies on photocheplicalreactionsOf hydrocarbon－nitrogen o7Lides  

systeb－Progress reportin1977．（1978）   
No．5＊Studies orL the photoo7（idal：ion products of the alkylben2．ene－nitrogen oxides  

syste血，a爪d on their effects oれCultured Cells一鮎ぎe8rCh reportin1976－1977・  
（1978）   

No．6＊Nan activity and aquatic environl】ent－Vith8peCialreferences to Lake  
Kasumlgaura－Progress reportln1977－1978．（1979）  

兼No．7 A norphologicalstudy of adults andinzDature StageS Of20Japanese species of  
the fa℡ily ChironoDidae（Deptera）．（1979）  

XN0．8●Studies on the biologicale董fects of single and conbined exposure o董air  
p011utants－Research reportin1977－1978．（1979）   

No．9＋Szuog chaDber studies on photocheDicalreactions of hydrocarbon－nitrogen oRides  
syste】l－Progress reportinlg78．（1979）   

No．10●Studies on evaluation and aDelioration of air pollution by plants－Progress  
reportin1976－1978．（1979）  

※No．11Sl：udies onl：he effects of air pollutants on plants and q）eCharLisDS Of  
phytotoxicity．（198（））   

Ⅳ0．12 MLJltielel力ent arLalysis studies by flaDe andinductively coupled plas】pa  
spectroscopy utilizing coDOuter－COntrOlledinstru山entation．（1980）   

N0．13 Studies on chironomid zDidges of the Taba River．（1980）  
Partl．The distribution of chironoTDid speciesin a tributaryin relation to  
the degree of pollution vith sevage vater．  
Part2．Description of20species of ChironozDinae recovered fron a tributary・   

No．14●Studies on the effects of organic vastes on the soilecosysl：etL－Progress  
reportin1978－1979．（19も0）  

※No．15＋Studies on the bioIogicaleffects of single and coⅦbined exposure of air  
POllutants－ResearchreOrtin1979・（1980）   

N0．161IRe皿OteJleaSureDent Of alr POllution by a no♭ilelaser r8dar．（1980）  
※No．17，Influence of buoyancy on fluid potions and transport processes－Neteor0logical  

char∂Cterigtics∂nd at山OSPheric dif∫usion pheno皿ena加the coast81regioJl－  
Progress reportln1978－1979．（1980）   

No．18 Preparation，analysis and certification of PEPPEf柑USH standard reference】】ate  
rial．（1g80）  

難No．19＊Col）prehensive studies on the eutrophical：ion of fresh－Yater areaS－Lake current  
OfKasupiura（Nishiuraト1978－1979・（1981）   

No．20＋CoDPrehensIVe Studies onl：he eutrophication of fresh－Vater areaS－GeoDOrpho－  
loglCaland hydroDeteOrOlogicalcharacteristics of KasuJ）igaura vatershed as  
related to thelake environl）ent－1978－1979．（1g81）   

Ⅳ0．21＋CoDprehensive studies on the eutrophication of fresh－Vater areaS－VaTlation  
of pollutantload byinfluent riversl：O Lake KasuDiEaura－1978－1979．（1981）   

No．22＋Co暮IPrehensive studies on the eutrophication of fresh－Vater areaS－Structure of  
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